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論文要旨 
  

１．はじめに 

 近年，夏季高水温によるサンゴの白化現象が問題となっている．八重山地方では 1980 年

代以降に頻発するようになり，特に 1998 年， 2007 年，2016 年に発生した白化は規模が

大きく，被害の程度，回復の状況の観点からみて影響が深刻化してきている．このため，

白化や死亡が起きないような自然の環境条件をもつ特別なエリアの保全は，甚大で不可逆

的な被害をもたらす大規模白化の対策として非常に重要である． 

八重山地方では，石西礁湖を中心とするサンゴ礁域においてサンゴと生息環境の経年的

な調査が精力的に行われており，赤土や栄養塩類，農薬といった人的な影響によるストレ

スを減らす検討が行われている．しかし，これらの取り組みは外洋に面した潮通しが良い

礁池・礁縁のサンゴ群集を対象としており，内湾のサンゴ群集を対象とする保全方策は検

討されていない．内湾のサンゴは，洗瓶ブラシ状ミドリイシ等の通常は優占しない種が高

被度で分布するなど群集構造が特殊であり，独自の保全方策検討が必要と考えられる． 

 以上のことから，本研究は内湾におけるサンゴ白化対策を念頭に，モデルケースとして

石垣島川平湾に注目し，白化や死亡が起きないような自然の環境条件をもつ特別なエリア

の特定，その環境条件を形成しているパラメータの定量および維持機構について検討した．

なお，川平湾では，濁りが高まっているという懸念から 2012～13 年に沖縄県による集中

的な現地調査が行われており（閉鎖性海域における堆積赤土等の対策事業），この調査で取

得したデータを中心に解析を行った． 

 

２．閉鎖性内湾における大規模白化時の濁りの寄与 

サンゴの分布調査の結果，川平湾のサンゴ群集は，生息環境の違いに依存するように湾

外から水道，湾内へと次第に内湾性の構成種が多くなる分布様式となっていることがわか

った．湾奥部には枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシが優占している場所がみられ，内湾的な

環境に適したこれらの種類が，過去に発生した大規模白化を乗り越えて湾奥部において長

期間にわたり生息していることが明らかとなった． 

一方，湾中央部では 1970 年代の後半に優占種であった枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシ，

枝状コモンサンゴ等が死滅し，これらのものとみられるサンゴ礫が山積していた．川平湾

の礁池・礁縁におけるサンゴ被度の変化，地域情報，航空写真および水温データを解析し

たところ，2007 年の夏季に集中豪雨が少なかったことが一因で，高水温が長期間にわたり

継続したために白化が起き，大規模に死滅したものと考えられた． 

枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシの生息水深は湾中央部と湾奥部で同程度であるが，どう

して湾奥部の群集のみが生残できたのだろうか．連続観測結果から，2007 年のように集中

豪雨が少ない場合，水温条件は同一となることがわかった．違いがあったのは濁りである．

夏季の 1か月間にわたる濁度観測の結果，湾奥部の濁りは SS濃度で 1.39 mg/L程度であり，



平均 3,000 μmol/m2/sにもなる夏季の強光を水深 3 mで約 350 μmol/m2/sまで低減し，サンゴ

の生息範囲（水深 3～7m）の全域で光ストレスを低減することがわかった．湾中央部の濁

りはやや低く，サンゴの生息範囲の半分が 400 μmol/m2/s以上の強光に曝される．これらの

ことから，湾奥部の白化は SSで 1～2 mg/L程度の適度な強度の濁りにより抑制されたと判

断できた． 

 

３．濁りを維持する機構 

次に，湾奥部において適度な濁度が恒常的に維持される機構の解明を試みた．湾内を縦

断する水質鉛直プロファイルの観測により，川平湾では集中豪雨による陸土の流入が無い

場合でも，干潮時に表層の濁度が上昇する傾向がみられた．そこで潮位変動に着目し，夏

季 1か月間の濁度，流速等の連続観測データについてクロススペクトル解析を行い，12.4 時

間周期のコヒーレンスと位相差を整理したところ，濁りは干潮からやや遅れてピークとな

るが，流速は下げ潮時にピークとなる周期性が確認できた．このため流動モデルにより移

流する粒子の軌跡を推定したところ，濁りのピークの発生源が湾奥西側干潟付近における

下げ潮時の再懸濁であることが確認できた．この潮位変動により生じる湾奥部干潟におけ

る再懸濁と移流は，浅所に恒常的な濁度維持をもたらす主な機構と考えられた． 

また，短期的なイベントの濁りへの影響を検討するため，夏季 1 か月の濁度，流速，波

高等の現地観測データから湾奥の濁度が上昇するパターンを抽出し，南風が卓越するパタ

ーン，湾外の波浪が大きいパターン，潮位変動が大きい（大潮である）パターンの 3 つに

分類した．南風の卓越は湾内の全層に影響を与えるが，その頻度は低く，高波浪と大潮が

合わさった場合の巻き上げの影響は，深所に限定的であると考えられた． 

これらの解析により，閉鎖性内湾では，底質の巻き上げが適度な濁り維持の鍵となって

おり，赤土等の微細な粒子を含む底質が維持されることで，主に潮位変動により濁りが維

持されることが示された． 

 

４．底質の発生源と浮遊物の沈降・堆積過程 

この章では，再懸濁が起きる底質の起源と形成プロセスについて検討した．土地利用状

況の調査結果から，川平湾の流域は農地が多く，赤土等が流出しやすいパイナップル畑や

サトウキビ畑は川平流域南部からウラ流域にかけての範囲で多いことがわかった．USLE 

モデルにより算出した土壌流出量の予測はウラ流域の値が最も高く，海底堆積物に含まれ

る陸由来物質の主要な元素組成の比率も，ウラ流域，川平流域の組成と近かったことから，

パイナップル畑やサトウキビ畑が多く，赤土流出対策をしていない土地利用状況により土

壌流出量が多くなり，海底堆積物に強く影響していると考えられた． 

海水中の浮遊物とセジメントトラップで捉えた沈降物，底質の調査結果から，赤土等の

陸由来物質とプランクトンの死骸等のデトリタス（海由来物質）の浮遊物，沈降物，底質

中の含有量を比較し，湾内の海底堆積物は，湾奥部では主に赤土等の沈降により形成され



ることを明らかにした．一方，サンゴ礫の移動調査から，湾口部ではサンゴ礫がよく移動

して，海底堆積物形成の 2 割程度に寄与することがわかった．海由来のデトリタスの沈降

も湾口部では 3 割程度の寄与となる．また，湾口部に近い場所であっても干潮時には浮遊

物中の陸由来物質の割合が高まり，同地点の海底堆積物中における含有率よりも高い場合

がみられたこと，セジメントトラップの調査結果から沈降速度を求めると約 780 cm/dayと

湾内の流速よりも顕著に遅かったことから，湾奥で再懸濁した土粒子が移流することが示

された． 

 

５．長期的にみた場合の土地利用の変化と集中豪雨の影響 

土地利用状況は湾内の底質形成に強く影響する．そこで，長期的にみた場合に土地利用

や集中豪雨の変化が底質形成に与える影響について解析した．湾内全域の音波探査による

堆積厚調査結果および Pb-210 法と Cs-137 法による堆積年代推定結果から，川平湾内の堆

積厚は最大 18 m程度で，湾奥部以外では 0.23～0.31 cm/年の速度で約 4,500～6,500 年間か

けて堆積したものであり，その間，堆積速度は大きく変わらなかったものの，湾奥部では 

0.38～0.47 cm/年と堆積速度が速く，近年，その堆積速度が速まっていると考えられた．ま

た，3～4 m の底質コア調査における堆積物中の陸由来物質，海由来物質の含有割合の変化

から，湾中央付近において人の移入とともに陸域影響が増加する傾向がみられたほか，湾

奥部において 1950 年代以降の顕著な陸域影響の増加が確認された．湾奥部への影響が強

く土壌流出量の多いウラ流域において，水田の畑への転換と樹林の開墾により畑面積が増

加したことが要因と考えられた．一方，1980 年以降は畑の面積が減少に転じたにも関わら

ず，湾奥の底質に対する陸域影響は増加していた．1980 年代以降，集中豪雨の影響が次第

に増加しており，赤土等の陸由来物質の流出が多くなった可能性が高い． 

先島諸島の海面水温と降雨係数の解析から，湾内のサンゴ群集に対する高水温の被害は

集中豪雨が多い年に軽微になる傾向がみられ，集中豪雨による水温低下効果が示唆された．

一方，集中豪雨が少なくても高水温による白化被害が限定的であった年があり，再懸濁に

よる濁りの維持と光ストレスの低減効果があったものとみられる． 

川平湾における，適度で恒常的な濁りによるサンゴ保全効果が安定的に得られる陸域影

響の程度の閾値を設定すると，高水温による湾内のサンゴ被害の多寡が合理的に説明でき

た．近年，先島諸島の海面水温は上昇傾向にあり，また，陸域影響の程度は減少傾向にあ

ることから，流域の土地利用管理において，内湾性サンゴ群集の保全を意識した検討が必

要と考えられた． 
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1-1 

1． 序論 
1.1. 研究の背景 

 近年，夏季高水温によるサンゴの白化現象（以下，白化）が頻発している．石垣島を含む

八重山地方においては，1980 年代以降，白化が頻発するようになった (野島・岡本 2008 [1])．

特に 1998 年， 2007 年，2016 年に発生した白化は規模が大きく，石西礁湖内及び崎山湾

（西表島西部）周辺では平均白化率 90 %以上，平均死亡率 60 %以上となる場合がみられ

るなど，多くの場所でサンゴの大量死を引き起こした (環境省自然環境局生物多様性センタ

ー 2015 [2]，川越 2017 [3])．この過去に 3回観測された大規模な白化は，被害の程度，回復の

状況の観点からみて影響が深刻化してきている．2016 年の大規模白化は，それまでワース

ト記録とされていた 1998年の大規模白化以上の被害をもたらし (Kimura et al. 2018 [4])，1998

年の大規模白化後には回復したが 2007年の白化後には回復していない海域が複数あること 

(向 2016 [5]) も明らかとなっている． 

 甚大で不可逆的な被害をもたらす大規模白化の対策として，West and Salm (2003) [6] は，

白化や死亡が起きないような自然の環境条件をもつ特別なエリアと，白化や死亡が起きた

あとに回復が最大となるエリアの保護を提唱している．そのために，文献とフィールド研究

により，具体的なパラメータである温度ストレス，水流，光ストレスを明らかにし，生理的

耐性と相関した，物理的・生物的なポテンシャルを特定する必要があるとしている．八重山

地方においては，石西礁湖を中心とするサンゴ礁域においてサンゴと生息環境の経年的な

調査が精力的に行われており，赤土や栄養塩類，農薬といった人的な影響によるストレスを

減らすための優占エリアを決定しようとしている (石西礁湖自然再生協議会 2018 [7])．しか

し，これらの取り組みは潮通しが良い礁池・礁縁のサンゴ群集を対象としており，内湾のサ

ンゴ群集を対象とする保全方策の検討は行われていないのが現状である．内湾のサンゴは，

洗瓶ブラシ状ミドリイシ等の通常は優占しない種が高被度で分布するなど群集構造が特殊

であり (堀越 1979 [8])，独自の保全方策検討が必要と考えられる． 

 以上のことから，本研究は内湾におけるサンゴ白化対策を念頭に，モデルケースとして石

垣島川平湾に注目し，白化や死亡が起きないような自然の環境条件をもつ特別なエリアの

特定，その環境条件を形成しているパラメータの定量および維持機構について検討した．川

平湾では，濁りが高まっているという懸念から 2012～13年に沖縄県による集中的な現地調

査が行われており（閉鎖性海域における堆積赤土等の対策事業），このデータを中心に解析

を試みた． 
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1.2. 既往研究のレビュー 

1.2.1. サンゴの白化について 

 サンゴの白化対策を検討するにあたり，本研究に関連するサンゴの白化についての既往

研究をまとめた． 

 

【サンゴの白化と死亡に係るストレス要因】 

サンゴの白化とこれに伴うサンゴの死亡は，高水温であり，かつ，光強度が強い条件で光

合成系が活性酸素を発生するために起きると考えられている． 

Casareto et al. (2016) [9] は，温度ストレスとその他のストレスの複合的な影響について調

べ，サンゴのダメージは非生物的要因（温度，堆積物，栄養塩流入，ＵＶ）や生物的要因（補

食，藻類の大発生，感染性の病気）の相乗効果により引き起こされると述べた．また，サン

ゴの白化は，海面水温の上昇と高い日射のシナリオにより影響を受ける最も衝撃的なプロ

セスであり，白化は活性酸素の形成を避けるための生存戦略であると考察している．Hidaka 

(2016) [10] は，イシサンゴ目の生活史とストレス反応についてレビューし，高水温で光条件

がある程度強い場合に発生する活性酸素がサンゴの共生藻類のみならずホストであるサン

ゴにもダメージを与えると述べている (図 1.1)． 

サンゴの白化とこれに伴う死亡は活性酸素の発生と深く関わっており，複合的なストレ

ス要因のうち，高水温ストレスと光ストレスに起因するところが大きいと考えられる． 

 

 
 

図 1.1 サンゴ細胞のストレス応答のモデル．複数のストレス要因が活性酸素による 

ダメージを引き起こす (Hidaka 2016 [10]より転載 ©Springer Nature 2016) 
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【サンゴの白化における強光の減光効果】 

サンゴに対する光ストレスは，曇天や濁りといった環境条件によって緩和される． 

Mumby et al. (2001) [11] は，1998年におきたエルニーニョによる世界規模の海面水温の上

昇の際の世界各地における白化状況をレビューし，仏領ポリネシアのうち，トウアモトゥ諸

島では白化の被害が甚大であったが (最高 99 % の死亡率), 南西へ約 350 km 離れたソシ

エテ諸島では，海面水温が高かったにもかかわらず，これまでの年と同程度の白化被害に留

まったことを示した．50 年分の海面水温，17 年分の風と雲量と日照時間を解析し，曇天で

日射が減光された日が高水温期の 4 割程度を占めた年よりも，7 割程度を占めた 1998 年

の方が死亡率が低減していたことを明らかにした (図 1.2)． 

 

 

図 1.2 タヒチにおける 1983～1999年の夏季の平均雲量．高水温であった 1998年よりも

白化が起きた年の方が雲量が少ない (Mumby et al. 2001 [11]より転載 ©Inter-Research 2001) 
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また，Goreau et al. (2000) [12] は，1998年の大規模白化の際のインドネシアにおけるサンゴ

の死亡率を比較し，海水温が低いエリアのほかに海水が濁っているエリア（カッチ湾，南西

部スリランカ，マヘ，アルフォンス環礁のラグーン内）で死亡率が低かったことを示した．

さらに，Jokiel and Brown (2004) [13] は 1996年と 2002年にハワイで起きた大規模白化につい

て調査し，沿岸環境の勾配が白化被害に与える影響を考察した．白化の割合が低かったのは，

河川流入がある部分や，他の濁りが高い部分であり，また，水深の増加により白化率が低下

するが，この傾向は特に高濁度の場所で顕著であることを示した (図 1.3)． 

 

 
 

図 1.3 カネオヘ湾における 1996年のサンゴの白化状況．河川流入がある部分や，他の濁

りが高い部分で白化の被害が少ない (Jokiel and Brown 2004 [13] より転載 ©John Wiley and 

Sons 2004) 
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これらの入射光強度の低減現象のうち，濁度上昇は影響力が強いと考えられる． 

Anthony et al. (2004) [14] は，2001〜2002年の 2年間にわたり，GBRの沿岸サンゴ礁におけ

る雲量，濁度および潮汐による放射照度の変動を分析した．最干潮面の 1.5 m下では，濁度

の変動が放射照度の変動の 74-79％を説明しており，同様に雲量は 14-17 %，潮位は 7-10 %

であった (表 1.1)．深度が増すにつれて，濁度の放射照度変動への寄与は 95 %まで漸近的

に増加したと報告している． 

 

 

表 1.1 雲量，濁度，潮汐による放射照度の変動シナリオ比較のための残差分析結果．放

射照度の変動は濁度の寄与が大きい (Anthony et al. 2004 [14] より転載 ©John Wiley and 

Sons 2004) 
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高水温下で，強光が減光されることによるサンゴの死亡率低減については，実験的なアプ

ローチからも検討されている．Anthony et al. (2007) [15] は，GBRのラグーン内から採取した

Acropora intermedia（トゲスギミドリイシ）を用いた調整タンク実験において，高水温，光

照射，縣濁物がサンゴの生残に与える影響を分析した．1600 のサブコロニーを用いた実験

の結果，高水温は全ての光条件，縣濁物条件で死亡リスクを高めるが，光量 372.1 ± 93.4 

μmol/m2/s の条件下で懸濁物を 10.2 ± 3.7 mg/L に保ったところ，懸濁物が 0.2 ± 0.4 mg/L の

条件よりも白化による死亡率が低減した (図 1.4)．この要因として，縣濁物が強い光照射を

低減させること，白化したサンゴの代替食物となることを挙げている． 

 

 

 

図 1.4 サンゴの生残実験結果．高水温 (HT)，高光量 (LH) では，高濁度 (SH) の方が 

低濁度 (SL) よりも死亡率が低い (Anthony et al. 2007 [15]より転載 ©John Wiley and Sons 

2007) 
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【サンゴに対する濁りのマイナス影響】 

濁りはサンゴに対する光ストレスを低減させる一方で，サンゴにマイナス影響を与える

ことに注意が必要である． 

サンゴに対するマイナス影響は浚渫等の工事からの影響として考察されている．

Erftemeijer et al. (2012) [16] は，浚渫の影響による濁りと堆積へのサンゴの感受性についてレ

ビューした．これによると，縣濁物のストレスは 89種 (既知の造礁サンゴの 10 %) で調査

されており，縣濁物の影響の程度は，主に濁度の高さ，期間，頻度に関連がある．サンゴに

必要な最低光量は海表面の 1 %未満から 60 %にもわたり，SSの耐性は 10 mg/L未満から

100 mg/L 以上まで大きく変動する．耐性の違いは生育型と有意な関係性がある．枝状ミド

リイシはセンシティブな方であり，長期間の暴露を想定した SS の耐性は 10～20 mg/L で

白化が起き，10 mg/L 未満で一部の種で成長や石灰化の抑制が起きるとされている (表 1.2)．

また，堆積速度に対する耐性については，枝状ミドリイシは耐性が高い方であり，50 

mg/cm2/d以上となると一部の種で影響が起きるとされている (表 1.3)． 

 

 

表 1.2 サンゴの縣濁物に対するストレス反応．枝状ミドリイシはセンシティブな方で，

10～20mg/Lで白化が起きる場合がある (Erftemeijer et al. 2012 [16]より転載 ©Elsevier 2012) 

 
 

 

表 1.3 サンゴの堆積速度に対するストレス反応．枝状ミドリイシは耐性が高い方で， 

50 mg/cm2/d以上で一部の種で影響が生じる (Erftemeijer et al. 2012 [16]より転載 ©Elsevier 2012) 
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Anthony and Connolly (2004) [17] は，光と濁度に対する光合成，従属栄養能力，呼吸および

有機炭素損失の反応を説明するモデルを作成した．サンゴのニッチは濁度が増加すると必

要となる光量が指数的に増加する．Acropora valida（ホソエダミドリイシ）では，濁りが 100 

mg/L の場合は光量 200 µmol/m2/s 程度が，Turbinaria mesenterina（スリバチサンゴ）では，

濁りが 25 mg/L の場合は光量 50 µmol/m2/s，濁りが 100 mg/L の場合は光量 100 µmol/m2/s 

程度がゼロ成長曲線として示されている (図 1.5)． 

このように，ミドリイシは濁りに対する感受性が比較的高いため，濁りの影響を検討する

際には特に注意が必要である． 

 
図 1.5  A. validaと T. mesenterinaにおける SS，光放射量のゼロ成長曲線．濁りの増加に

よる必要光量の増加はミドリイシの方が顕著 (Anthony and Connolly 2004 [17]より転載 

©Springer Nature 2004) 
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【サンゴの白化の種特異性】 

 サンゴの白化による影響は群集の種組成によって異なるため，影響の低減を検討する際

に注意が必要である． 

Fujioka (2002) [18] は，1998年の大規模白化とその後の回復について，石垣島浦底湾の代表

的な 3定点（内側礁原部，外側礁原部，礁斜面）において比較調査を行った．最も水温が高

かった内側礁原部で被害が小さかったことから，白化による影響は，単に水温に依存するの

ではなく，群集の種組成によって異なると述べている．特にミドリイシ属数種 (Acropora 

digitifera, A. nobilis, A. formosa, A. pulchra, A. microphthalma, A. hyacinthus, A. echinata, A. 

subglabra等) は被害が著しく，大規模白化によってほぼ全てが死亡した (図 1.6)． 

従って，サンゴの白化を検討する際には，白化しやすいミドリイシ属に着目した検討が効

果的である． 

 

図 1.6 浦底湾における 1998年の大規模白化の影響．ミドリイシ属のサンゴの被害が顕著 

(Fujioka 2002 [18]より転載 ©日本サンゴ礁学会 2002) 
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1.2.2. 濁度上昇について 

 本研究では，濁度上昇が光ストレスを抑制し，サンゴの白化による影響を低減すると考え

られたため，ここでは主にサンゴ礁域における濁度上昇に関する既往研究をまとめた．濁度

上昇は，頻繁に発生する集中豪雨によって陸土が流入する場合と流れにより底質が再懸濁

する場合に大別され，後者は定常的な潮汐流によるものと気象イベント（季節風，台風）に

よるとものとに細分化できる． 

 

【降雨による濁度上昇】 

サンゴ礁域において濁りを高める主な要因として，集中豪雨による河川水の流入が考え

られる．山本ら (1991) [19] は，金武湾で連続観測によりネフロイドレイヤーの挙動を調べ，

降雨時に赤土等を含む濁水が流入し，深い層まで濁りが達している様子を塩分と濁度のコ

ンタ図を作成して明らかにした (図 1.7)．降雨は，時間的なずれはあるものの，深い層まで

の濁度を高める場合がある． 

 

 

 

 

 

 

図 1.7 金湾における降雨時の水温，塩分，濁度の挙動．濁りは深い層まで到達している 

(山本ら 1991 [19]より転載 ©日本堆積学会 1991) 
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降雨による土壌流出量は沖縄県に適用可能な予測モデルが検討されている．比嘉・満本 

(2001) [20] は，パイン畑やサトウキビ畑における降雨時の土壌流出量（実測量）と米国土地

保全局が開発した USLE (Universal Soil Loss Equation) による土壌流出予測量を比較した．一

連降雨の実測量に比べ予測量にかなりのバラつきがみられたが，総量では実測量の約 70～

85 %の範囲となり，また全体的な変動特性も同じようなパターンを示したことから，USLE

は土壌流出量を予測する式として十分活用できると述べている (図 1.8)． 

USLEの変数のうち，降雨に関係するものは降雨係数 (R) であるが，これは一連降雨の降

雨エネルギーの累計 (E) と最大 60 分間降雨強度 (I60) の積の 1/100 として定義されてい

る．降雨は集中豪雨や小雨が長期間続くといった多様な様式があるが，濁度上昇に影響する

赤土等の流出は一連降雨量と降雨強度のパラメータで予測可能である． 

 

  

  

  

 

図 1.8 東村，恩納村，石垣市における USLEによる土壌流出予測量と実測量の時系列変

化と予測比．変動パターン，総量で近い値を示した (比嘉・満本 2001 [20] より転載 ©沖縄

県衛生環境研究所 2001) 
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なお，集中豪雨と濁度上昇の関係性については，時間的なずれ，降雨の強度と継続時間の

ほか，降雨の発生頻度にも注意が必要である．Anthony et al. (2004) [14] は，GBRの沿岸サン

ゴ礁で 2年 (2001〜2002年) にわたり，雲，濁度および潮汐による放射照度の変動を分析し

た．スペクトル分析から，最干潮面の 1.5 m下の放射照度は 8週間の強い周期性と 2〜4週

間の弱い周期性があることを示した (図 1.9)．8週間周期の放射照度の低下は主に濁度によ

って，二次的には雲によって引き起こされ，季節内のマッデン - ジュリアン大気振動の周

期性と一致し，降雨が多いパターンに相当していたことを指摘している． 

八重山地方においては，長期的には梅雨である 5 月頃と台風や集中豪雨が頻発する夏季

に濁度が上昇しやすいと考えられる． 

 
図 1.9 GBRにおける放射照度のスペクトル解析結果．主に濁度によって引き起こされる

8週間の強い周期性がある (Anthony et al. 2004 [14]より転載 ©John Wiley and Sons 2004) 
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【潮汐流による濁度上昇】 

濁度上昇は降雨以外にも底質の再懸濁によって引き起こされると考えられる．潮汐によ

る流れにより底質が再懸濁し，濁度が高まるという報告は数多い．例えば山本ら (1991 [19])

は，金武湾で行った連続観測で，ほとんどの濁りの高まりは降雨とは関係のない潮汐変動と

連動するものであり，潮汐が満潮から下がり始めるときに再懸濁が起きて濁ることを見出

している (図 1.10)．サンゴ礁域ではないが，中川ら (2005) [21] は，有明海の現地観測データ

を用いて潮汐流による巻き上げ現象をモデル化した．その際，超音波反射強度から SS濃度

を推定し，潮汐流による底泥の巻き上げを捉えている．これによると，SS 濃度は潮汐流の

変化に連動して変化し，鉛直的には海底面に近いほど増大する傾向がある (図 1.11)． 

 
図 1.10 金湾における潮位，塩分，水温，濁度の時系列変化．ほとんどの濁度の高まりは

降雨ではなく潮位変動に伴うものである (山本ら 1991 [19]より転載 ©日本堆積学会 1991) 

 

 
図 1.11 有明海における潮汐変動に伴う SS鉛直分布の変化．図中の③と④が最も流速が

速く，再懸濁による濁度上昇が認められる (中川ら 2005 [21]より転載 ©土木学会 2005) 



1-14 

【季節風による濁度上昇】 

 風が起因する濁度上昇についての報告がある．高田ら (2005) [22] は石垣島浦底湾において

2年間の採水観測を行った．海水濁度の変動要因として降雨と風向の影響を解析し，降雨量

と濁度の相関は弱く，北西風により濁度が上昇する傾向を見出している (表 1.4)．また，降

雨の多い夏季よりも，北よりの風が多い冬季に濁度上昇が顕著であることを示し (表 1.5)，

浦底湾のように，河川流入の影響が小さい礁池では，風波によって底質に沈殿していた粒子

が再懸濁することと，表層に発達する高濁度かつ低塩分水の吹送が，礁池内の海水濁度に大

きく影響すると考察している． 

 

表 1.4 浦底湾における濁度，塩分の風向との相関．北西風と濁度に相関がみられる 

(高田ら 2005 [22]より転載 ©日本サンゴ礁学会 2005) 

 
 

表 1.5 浦底湾における季節別の風速と濁度の相関．雨の多い夏季よりも，北よりの風が

多い冬季に濁度上昇が顕著である (高田ら 2005 [22]より転載 ©日本サンゴ礁学会 2005) 
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【台風による濁度上昇】 

台風の影響による降雨と再懸濁についての報告は多数存在する．例えば灘岡ら (1999) [23]

は，石垣島白保海岸において現地観測を行い，台風時の特徴的な挙動について考察した．白

保海岸では，河川流入に伴う塩分低下と連動して濁度が増加する場合と，塩分とは無関係に

濁度が増加する場合があり，台風時はリーフ内側で 20 cm/s の流れが観測されたことから，

赤土を含む土砂の再浮上と移流が関与していると考察している (図 1.12)．山本ら (2006) [24] 

は，石垣島東海岸のリーフにおいて約 1ケ月間の連続観測を行い，主に台風による影響を解

析した．台風前半期の濁度上昇が高波浪によるもので，リーフ内の濁度上昇の原因は河川か

らの赤土流入だけではなく海底に堆積した赤土の波浪による再浮上メカニズムが重要であ

ることを示している． 

 

 

図 1.12 白保海岸における台風時の濁度変動特性．台風時に 20.0 cm/s の流速が観測され

濁度が上昇している (灘岡ら 1999 [23]より転載 ©土木学会 1999) 
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【底質性状と濁度上昇との関係】 

再懸濁による濁度上昇を定量的に指標する方法に，大見謝 (1987) [25] が開発した SPSS 

(content of Suspended Particles in Sea Sediment；底質中懸濁物質含量) の簡易測定方法がある．

この方法は，採取した底質をボトルに入れて水を加えてよく振り混ぜ，しばらく静置すると

ストークスの理論に基づいて相対的に細かな懸濁物質が分離され水層に残るため，この濁

りを計測することで SPSSを定量化する．赤土等の堆積の目安になるため，赤土対策効果を

はかる指標として広く普及している． 

サンゴ礁域における濁度は底質の再懸濁により上昇するため，底質性状との関係が深い．

鳥取ら (2004) [26] は，石垣島東海岸 3地域と石西礁湖内のシモビシにおいて，底質の SPSS

と海水の濁度を測定し，関係性を解析した．SPSSと海水の濁度にゆるい相関 (相関係数0.56) 

が認められたほか (図 1.13)，浅い海域では SPSS 値と海水濁度の両方が高くなる傾向を示

し，礁内での海水の濁度の成因が堆積物中の細粒物質の再懸濁であることを示唆した．ま

た，金城ら (2005) [27] は，長期にわたる沖縄県内各地のサンゴと SPSSの定点観測結果を解

析し，赤土堆積が再懸濁を通じてサンゴの被度や成長に与える影響についてまとめた．SPSS

が 30 kg/m3 以上になると透明度が悪くなり，サンゴ被度に悪影響が出始めるとされている． 

 

 
 

図 1.13 宮良湾における SPSSと濁度の関係．澪筋部以外の測点で相関が認められる 

(鳥取ら 2004 [26]より転載 ©日本サンゴ礁学会 2004) 
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1.2.3. 川平湾におけるこれまでの研究 

 川平湾の概要と本研究に関係する既往研究について整理した． 

 

【創成】 

貝塚 (1998) [28] によると，約 7 万年前から約 1 万年前までの最終氷期には，海水面は現

在より 120 m ほど低く，川平湾を含む石垣島は広範な陸地であった．海水面が上昇し，現

在の水準となったのは約 6,000 年前である． 

Yamano et al. (2001) [29] は，川平湾のリーフのコアから礁池の内部構造と堆積過程の経時

変化を明らかにした．これによると，リーフの頂上はおよそ 4000年前に海面に至り，バッ

クリーフにおいてサンゴ礫等の堆積が進んだ．川平湾のリーフの海水面は，約 6,000年前ま

での急激な海水面上昇の後，約 4,000年前までに 1 mの海水面上昇があり，約 2000年前に 

0.6～0.8 m 程度の隆起があって相対的に下降したと考察している (図 1.14).  

 
図 1.14 川平湾リーフにおける相対的な平均水面の比較．2000年前に隆起があり海水面が

相対的に低下した (Yamano et al. 2001 [29]より転載 ©Society for Sedimentary Geology 2001) 
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【地形】 

川平湾の地形を図 1.15に，2012年に沖縄県が調査した際の等深線図 [30]を図 1.16に示す．

川平湾は沖縄県石垣島の北西部に位置し，湾口を小島（クスマ）など大小の島々で塞がれ，

狭く浅い東西の水道によってのみ外海に通じている閉鎖性内湾である．水道の水深は小島

の東側で大潮干潮時に 1 m 程度，西側で 3 m 程度となる．小島の内側から湾奥までは約 

1.5 km，幅は約 0.5～1 km である．湾内は最大幅 200 m程度の干潟で囲われている．干潟か

ら水深 3 m近辺までは緩やかな勾配であるが，以深は急勾配となって中央の水深 15～18 m

の深みへと落ち込んでいる．このほかに小さい湾入部や，クムルと呼ばれる独立したすり鉢

状の地形の場所が存在し，これらも急勾配である．湾外には水深 2 m 程度の礁池があり，

西側水道の延長上には礁池を分断するように水路が存在している． 

 

【流入河川】 

流入河川は 14本あり，湾内の西側と湾奥部に集中している．常時流入があるのは川平地

区近傍の 2 本と湾奥部の 3 本で，南東に流入する下田原川の流量が最も多い．周囲を国頭

マージや島尻マージ主体の農地で囲まれており，集中豪雨による赤土等の流入で湾内一面

が褐色となる． 

 

 
図 1.15 川平湾の地形 (海上保安庁 2000年 6月撮影の航空写真を基に作図) 
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図 1.16 等深線図 (沖縄県 2013 [30]より転載 ©沖縄県 2013) 
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【海水交換】 

神尾ら (2014) [31] によると，湾内と外海との海水交換は小島西側の水道によるものがほと

んどである．海水交換率は，沖縄県が 2014年に行った試算 [32] では 0.47 であり，浜名湖の

0.14～0.38 と比較して高く，1970 年代後半からほとんど変化していないことがわかってい

る．海水交換率が高いことについてMazda (1983) [33] は，1976年，1977年の 2回の観測によ

り川平湾の海水交換の強さ，および機構を調べ，湾内への塩分輸送の大半が，いわゆる「tidal 

trapping effect」によることを示した．その際，海水交換の時間 (turnover time) を 3.6日と概

算している．さらに，集中豪雨で湾内に濁水が流入し，海面を褐色に染めても，降雨が無け

れば短期間で解消することが観察されている (沖縄県 2013 [30])．これらのことから，川平湾

内の濁りを検討する際には，降雨影響が速やかに解消することを考慮する必要があること

がわかる．  

 

  
 

図 1.17 川平湾における塩分濃度変化と海水交換時間の推定結果．Tidal Trapping Effect

により効率的に海水交換が起きている (Mazda 1983 [33]より転載 ©Springer Nature 1983) 
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【浮遊物の沈降と底質形成】 

赤土等の流入後の沈降・堆積については，Ohde et al. (1982) [34] により，湾奥部 (Site A) と

湾口に近いクムル (Site D) においてセジメントトラップを用いた調査が行われている．沈

降量は，湾奥では水深が深いほど多く，季節変化があって 8-10月に多く，12月に少なかっ

た (表 1.6)．沈降物は海産と考えられる炭酸カルシウムを最も多く含有しており，その割合

は湾口に近い方が高かった (図 1.18)．アルミニウムの含量で陸域由来物質を見積もったと

ころ，沈降物で 37-63 %，底泥で 23-40 %であった． 

 

表 1.6 川平湾の SS沈降フラックス (Ohde et al. 1982 [34]より転載 ©琉球大学 1982) 

 

 
図 1.18 川平湾の沈降物と堆積物の組成 (Ohde et al. 1982 [34]より転載 ©琉球大学 1982) 
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また，久保ら (2005) [35] は，川平湾内の SPSS調査を実施し，夏季には台風のうねりによ

る底土（シルト分）の巻きあげや多雨の影響によって冬季と比べて SPSSが高くなったと推

定した．底質が含有する陸由来物質の割合を塩酸処理残量として算出したところ，SPSSと

塩酸処理残量とには相関はみられなかったことを報告している (図 1.19)．最湾奥である 

A5 で最も塩酸処理残量率が高いにもかかわらず赤土濃度が低かったことから，大嵩集落の

東を流れる浦田原川について，流入量は多いものの赤土の流入は顕著ではないことを指摘

している。一方，最も赤土濃度の高かった A3 は川平地区の南側に位置するフーレム川の

河口であり，河川規模がきわめて小さく陸水流入量自体は少ないものの，時折，大雨の後な

どに赤土の懸濁した水の流入が目視観察されていることを指摘している．これらのことか

ら，必ずしも陸水影響の多少と赤土沈積は一致しないと考察している． 

これらの報告により，流入した赤土等の沈降は浮遊物の沈降全体の一部でしかなく，海産

の物質と合わせて検討する必要があること，赤土等の沈降は降雨の季節変化に影響される

こと，おそらく土地利用形態の違いにより河川毎に赤土等の流入状況が大きく異なること

がわかる． 

 

 

 

図 1.19 川平湾における赤土濃度と塩酸処理残量率（陸水影響の多寡）．湾奥部の A5で

は陸水影響が強いものの赤土濃度は低く，川平地区南側の A3では近傍の河川流量は少な

いものの赤土濃度が高い (久保ら 2005 [35]より転載 ©沖縄県水産海洋技術センター 2005) 
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【堆積速度と堆積状況の変化】 

平良ら (1989) [36] は，川平湾における堆積速度と化学成分の鉛直分布を調べた．Pb-210の

分析は化学分析による方法と，LEPSによる非破壊分析によって行い，堆積速度 0.10～0.61 

g/cm2･ｙという結果を得ている (表 1.7)．底質の主成分は湾の奥では珪酸塩質で，湾の中央

および出入口で炭酸塩質であった．全体的に Al，Fe，Siが増加の傾向を示し，それに伴っ

て Caの減少が顕著であった．湾奥の測点 Dの鉛直分布を図 1.20に示す．  

堆積速度を推定し，底質の深さの軸に沿って底質変化を調べることで堆積状況の経時的

な変化が推定できる．この報告により，1980 年代後半には，川平湾内は全体的に陸域影響 

(Al，Fe，Si) が増加傾向であったことがわかる．近年，土地利用が変化していることから，

陸域影響も変化している可能性が高い． 

 

表 1.7 川平湾における堆積速度 (平良ら 1989 [36]より転載 ©琉球大学 1989) 

 

 

 

図 1.20 川平湾底質の主要元素と重金属の鉛直分布．Al，Fe，Siが増加傾向，Caが減少

傾向にある (平良ら 1989 [36]より一部抜粋 ©琉球大学 1989) 
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【赤土等の輸送と再懸濁の可能性】 

前田ら (2008) [37] は，川平湾で波高や流速，濁度等の連続観測を行い，海水流動および赤

土輸送特性について検討した．湾内を縦断する 3 地点における濁度フラックスが高波浪期

に湾外に向けた方向に卓越したことから，浮遊土砂は高波浪期における循環流に乗り，北西

側のチャネルを通って流出すると考察している (図 1.21)．また，浮遊土砂の供給源につい

ては，沖縄本島屋嘉田潟原において行った観測結果から，干潟が重要な役割を果たすと考察

している． 

川平湾内の濁りを維持する重要な要素として干潟部における再懸濁と土砂の輸送が寄与

している可能性がある．再懸濁する位置と土砂の移流経路を明らかにすることで，濁りの変

化を検討可能と考えられる．  

  

 

図 1.21 川平湾内の循環流と湾内を縦断する 3地点における濁度フラックス．濁度フラッ

クスの図に示される破線は高波浪期である (前田ら 2008 [37]より転載 ©土木学会 2008) 
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【流れに関係する環境要素】 

神野ら (2007) [38] は，川平湾において流速等の現地調査を実施し，流動モデルを作成して

解析を行っている．夏季・冬季の平均的な気象・海象条件から定常状態を計算し，川平湾の

海水交換の大小は，主に澪筋の鉛直循環流の強弱に依存し，循環流の強弱は風に支配されて

いることを示している (図 1.22)．また，前田ら (2008) [37] は，川平湾で波高や流速，濁度

等の連続観測により，Wave set-up効果が湾奥部にまで及んで湾内の循環流形成に寄与して

いることを示唆している (図 1.21)． 

これらのことから，再懸濁の検討にあたっては流れの変化を引き起こす要素として，風や

波高に注目した解析が求められる． 

 

  
 

図 1.22 流動モデルにより予測した川平湾の流速・塩分の鉛直断面分布と風の条件を変えて

予測した 1潮汐間の粒子の湾内残存率の変化 (神野ら 2007 [38]より転載 ©土木学会 2007） 
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【サンゴの分布】 

詳細は第 2章で示すが，湾内には内湾性のサンゴ群集が分布している．このうち，Acropora

（枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシ類）については，湾奥部の D. L. -2～-6 m を中心に高被度

で優占している部分があるが，湾口～湾中央の範囲では死滅してサンゴ礫となっている．  

堀越 (1979) [8] は，1976～1978 年に川平湾内の集中的な調査を行い，湾内のサンゴ群集に

ついて水深 5 m 以浅および 5 m 以深の優占種 (被度の上位 3種) を報告した．この報告に

より，1970年代後半には，湾中央部の東岸では Acropora（枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシ

類），Montipora（枝状コモンサンゴ類）が優占し，湾奥部の西岸では Danafungia（クサビラ

イシ類），Leptoceris（センベイサンゴ類），Porites（ハマサンゴ類）などが優占していたこと

がわかる (図 1.23)．本研究の現地調査時点 (2012~2013 年) のサンゴ分布と好対照である． 

 

 
 

図 1.23 川平湾の 1976～1978 年の優占種 (堀越 1979 [8]より転載，山里ら未発表) 
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神野ら (2007) [38] は，サンゴの分布の変化をもたらす要因について川平湾の物理環境とサ

ンゴ分布との関係から考察している．過去のデータと航空写真からサンゴ分布可能域を特

定し，計算した水温，流速および水深との関係を調べたところ，湾内のサンゴ分布可能域の

ほとんどは夏季の平均底層水温が 31.4 ℃ 未満であったことから，湾内において水温がサン

ゴの分布を制限している可能性を示唆している (図 1.24)．また，湾外では，サンゴ上の堆

積物の有無を決める流速がサンゴ生息分布の支配要因とみられた．これらのことから，湾内

外でのサンゴの種類の違いが分布の支配要因の違いとなっていると述べている．しかし，上

述したように，湾中央部東岸では 1970年代後半に優占していたミドリイシ類やコモンサン

ゴ類が失われた一方で，湾奥部西岸ではミドリイシ類が優占してきており，水温による分布

制限のみでは説明しきれない変化が起きている． 

また，川平湾の礁池のサンゴ分布については，Yamano et al. (2000) [39] が航空写真の比較に

より 1973～1995年までの変化を解析している．これによると，礁池では枝状コモンサンゴ 

(Montipora digitat) の破片が台風等の風に起因する流れによって移動することで，特徴的な

サンゴ分布の変化が起きている． 

これらのことから，川平湾の湾内・湾外におけるサンゴ分布の変化を検討するには，水温

や流れに着目するとともに，ミドリイシ類やコモンサンゴ類に絞った解析が有効と考えら

れる． 

 

 
 

図 1.24 川平湾のサンゴ分布可能域と物理環境 (神野ら 2007 [38]より転載 ©土木学会 2007) 
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1.3. 研究の目的と内容 

1.3.1. 研究の目的 

本研究では，内湾におけるサンゴ白化の保全として，比較的低濃度の濁りがサンゴに対す

る光ストレスを低減し，白化による死亡を抑制する現象に注目した．八重山地方における小

型の閉鎖性内湾である石垣島川平湾をモデルケースとし，高水温が続いた場合でも白化や

死亡が起きにくい自然の環境条件をもつ特別なエリアを特定し，その環境条件を形成して

いるパラメータを定量すると共に，その環境条件の維持機構を検討した． 

 

1.3.2. 各章の内容 

2章では，川平湾のサンゴ群集構造を明らかにし，過去に発生した夏季高水温による大規

模白化においてサンゴが生残した範囲を特定した．サンゴが生残した特別な環境条件を構

成するパラメータを検出することを目的に，サンゴの大規模白化が発生した年と生残した

要因の推定を行い，川平湾では適度な濁りがサンゴの生残に寄与したことを示した． 

3章では，湾奥部において恒常的に適度な濁度が維持されている機構の解明を試みた．夏

季の高水温期に濁度や流速等の連続観測を実施し，降雨，潮汐，風，波浪に着目して濁度の

変動パターンとの関係解析を行い，浅所における恒常的な濁度維持は潮汐の影響が大きい

ことを明らかにした．また，再懸濁が起きる流速と底質の関係について整理した． 

4章では，再懸濁が起きる底質の起源と形成プロセスについて検討した．底質と陸土の水

平分布に着目し，土地利用形態の違いが土壌流出量の多寡を生じさせ，底質に対する赤土等

の微細な粒子の供給に強く影響することを示した．また，赤土等の陸由来物質の堆積は湾奥

部で顕著で，湾奥部で再懸濁した粒子が移流により湾中央や湾口付近に至ることを浮遊物

の組成や 22日間に及ぶセジメントトラップによる調査から明らかにした． 

5章では，長期的にみた場合に土地利用や集中豪雨の変化が底質形成に与える影響につい

て解析し，サンゴの保全機能への影響について考察した．海底堆積物の堆積速度や堆積物の

含有量の変化，畑の面積と集中豪雨の影響量の変化を整理し，長期的にみた場合の人為的な

影響と集中豪雨の増加影響について検討した．また，高水温の影響について周辺海域との違

いを解析して集中豪雨や適度で恒常的な濁りによるサンゴ保全効果を確認し，適度で恒常

的な濁りが安定的に得られる陸域影響の程度と，この状態を保つための流域の畑面積につ

いて検討した． 

6章では，2～5章で明らかとなった内容を整理した．  

なお，本研究では，2012～13 年に沖縄県環境部環境保全課が行った「閉鎖性海域におけ

る堆積赤土等の対策事業」における観測データ，沖縄県水産海洋技術センターが川平湾の養

殖試験筏で連続観測していた水温データを沖縄県のご厚意により使用させていただいた． 
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2． 閉鎖性内湾における大規模白化時の濁りの寄与 
2.1. 目的 

川平湾の環境や生物の分布に関する調査は 1970 年代後半に堀越 (1979) [1]によって行わ

れており，湾内に特異的な内湾性サンゴ群集が形成されていたことが確認されている．しか

し，その後の調査は行われておらず，近年の状況は把握されていなかった．そこで本研究で

は沖縄県が行った基礎調査の結果を基に川平湾におけるサンゴ群集の現況についてまとめ

るとともに，過去の調査結果との比較を行い，近年，サンゴの群集構造が変化した場所と内

容を抽出した． 

石垣島を含む八重山地方においては，1980 年代以降，夏の高水温に伴うサンゴの白化が

頻繁に発生しており，特に 1998 年と 2007 年に発生した白化は規模が大きく，多くの場所

でサンゴの大量斃死を引き起こしたことが知られている (環境省自然環境局生物多様性セ

ンター 2015 [2]; 野島・岡本 2008 [3])．しかし，川平湾周辺では礁池・礁縁部におけるモニタ

リングデータは存在するものの (環境省自然環境局 1999～2002 [4]，環境省自然環境局生物

多様性センター 2005～2012 [5])，湾内の白化状況については報告が少ない．本研究では，こ

れらの年に発生した大規模な白化が川平湾内のサンゴ群集にどのような影響を与えたのか

検討し，内湾環境に特徴的な物理条件である降雨に伴う水温変化の影響について考察した． 

また，大規模白化によりサンゴが死滅した範囲と生残した範囲の違いに着目し，濁りが光

ストレスを低減し，大規模白化時のサンゴの生残に寄与した可能性について検証した． 

 

2.2. 材料と方法 

2.2.1. 調査位置 

本研究では，以下に示すスポットチェック調査，ライン調査，濁度調査，水温調査を実施

し，別途入手した水温データ，降水量データ，航空写真等を含めて解析を行った．調査位置

を図 2.1に示す． 
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図 2.1 調査位置 (矢代ら 2017 [6]より改変) 
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2.2.2. スポットチェック調査 

サンゴ群集の湾全体における分布状況の概要を把握することを目的に，スポットチェッ

ク法 (環境省自然環境局生物多様性センター 2009 [7]) による調査を 2012 年 9 月 23～25 

日に実施した．様々な地形や環境の場所をなるべく網羅するように，図 2.1に示した 36 箇

所の調査地点を設定した．各調査地点において，調査員 2 名が調査範囲 (概ね 50 m × 50 m 

の範囲) を 15 分間遊泳し，サンゴ類の生息状況（生育型，被度，撹乱状況）やその他の生

物の状況，底質，水深などの物理環境を目視で観察した．生育型は，調査範囲のサンゴ群集

を「枝状ミドリイシ優占」，「卓状ミドリイシ優占」，「枝状・卓状ミドリイシ優占」，「ソフト

コーラル優占」，「特定類優占」，「多種混成」のいずれかに割り当てた．ここで「～優占」と

は特定の分類群が生息するサンゴ群集の被度の 60 % 以上を占めた場合を指し，「特定類優

占」とは上記以外の分類群が優占した場合を指す．被度 60 % 以上で優占する分類群が存在

しない場合を「多種混成」とした． 

 

2.2.3. ライン調査 

サンゴ群集の種毎の被度等を調べるため，巻尺を用いたライン調査を行った．湾内の湾口

寄りから湾奥まで東西岸の代表的な場所に距離 50～110 m のラインを計 8 本設置した 

(図 2.1 の L1～L8)．このうち L4, L7については 2012 年 9 月 23～25 日に，それ以外の

ラインは 2013 年 5 月 23～26 日に調査を実施した．水深については各調査ラインの直下

を 1 m ごとに，ダイビングコンピューターを用いて 0.1 m 単位で計測した．底質について

は各調査ラインの直下を 1 m ごとに目視観察し，サンゴ礫 (長径 5 mm 以上 10 cm 未満)，

砂 (長径 5 mm 未満で粒が目視できるもの)，泥（粒が目視できないもの），サンゴ（ハマサ

ンゴ等で底質が見えない）の 4 区分で記録した．なお，長径 10 cm 以上の転石，長径 1 m 

以上の岩が主体となっている場所は無かった．サンゴについては，測線直下に出現したサン

ゴ類について 1 cm 単位で種名と出現区間を記録し，被度を算出した．得られたデータから

生息している種や優占種を種レベルで検討したほか，属毎に再集計して図表化し，群集構造

の特徴の検討，過去の知見との比較検討を行った．なお，サンゴ類の種同定は，骨格標本が

採取できなかったために現地での目視観察のみで行った． 

 

2.2.4. 濁度調査 

湾内の物理環境の違いがサンゴの分布状況に与えた影響を検証するため，濁りの分布を

調べた．湾中央部および湾奥部において，2013 年 8 月 27 日～ 9 月 30 日の期間，濁度

計 (CLW；JFEアドバンテック社) を海面下 0.5, 2, 5, 10 m，海底上 2 m に垂下し，10 分毎

に濁度を計測した (図 2.1 の a, b)．また，湾中央部および湾奥部の主水路部に沿った 3～7 

地点において， 2013 年 1 月 13, 14 日，5 月 27 日，8 月 9 日の満潮時および干潮時に

多項目水質計 (AAQ-RINKO；JFEアドバンテック社) を海面下 0.5 m から海底上まで垂下

し，濁度の鉛直プロファイルを 0.5 m 毎に計測した．この際， Secchi Disk により透明度を
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観測するとともに，2013 年 1 月は湾内外の 8 地点，5 月と 8 月は 4 地点において海面

下 0.5 m 層と海底付近の最も濁度が高かった層の海水を水中ポンプにより採水し，浮遊懸

濁物 (以下, SS) を測定した．  

 

2.2.5. 水温・降水量 

高水温と降雨に伴う流入がサンゴの分布状況に与えた影響を検証するため，沖縄県水産

海洋技術センターが湾内の養殖筏 (St. S8 近傍) の水深 5 m 層において 4～8 時間毎に観

測した水温データ (2004～2012 年) と気象庁が公開する降水量データ（川平地点）を入手

し，解析を行った． 

また，湾内における水温の勾配を調べるため，2013 年 8 月 27 日～ 9 月 30 日の期間，

湾中央部および湾奥部の水深 2, 5, 10 m に水温計 (C-CT；JFEアドバンテック社) を設置し

て連続観測を行った (図 2.1 の L3, L5, L8)． 

 

2.3. 現在の分布 

2.3.1. 各調査地点の生サンゴ被度およびサンゴ生育型 

スポットチェック調査の結果から各調査地点のサンゴの生育型と被度を図 2.2 に，代表

的な地点の海底およびサンゴ群集の状況（写真）を図 2.3～図 2.4 に示した．スポットチェ

ック調査地点を湾外の礁池～礁原 (St. O1～O5)，水道部 (St. I1～I3)，湾内（その他の地点）

に大別し，以下にそれぞれについての結果の概要を示す． 

 

【湾外の礁池～礁原】 

湾外の礁池～礁原の St. O2～O4 では 40～70 % の高い被度を示す「枝状ミドリイシ優

占」，あるいは枝状コモンサンゴ類，ユビエダハマサンゴ Porites cylindrical などが優占する

「特定類優占」のサンゴ群集が見られた (図 2.3a)．このうち礁池の中央付近 (St. O3, O4) で

はミドリイシ属をはじめとする多種類のサンゴが見られ，後述する湾内や水道部の調査地

点と比べサンゴの出現種数が多かった．一方，礁池を横断する水路西岸の St. O1 では斃死

した卓状ミドリイシが多く，被度は 10 %程度と低かった．また St. O1, O4 では，ここ数年

で新たに加入したと思われる複数種のミドリイシ属の小型群体が多く見られた． 

 

【水道部】 

湾口水道部 (St. I1～I3) では「多種混成」のサンゴ群集が見られ，被度は 10～40 % であ

った．枝状・卓状・散房花状のミドリイシ類や塊状ハマサンゴ類のほか，クサビライシ類が

多く見られた．なお，卓状ミドリイシ類の多くは斃死していた (図 2.3b)． 

 

【湾内】 

湾内に点在するクムルの周辺 (St. K1～K4) では「多種混成」のサンゴ群集が見られ，被
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度は 0～20 % であった．クムルの周辺ではサンゴ類は主に斜面部から外縁部にかけて分布

しており，ハマサンゴ類，シコロサンゴ類などが多かった．なお，湾口寄りに位置するクム

ル (St. K1) ではハマサンゴ類，シコロサンゴ類に加えて枝状ミドリイシも生息していた． 

湾内の主水路部 (St. M1～M6) では海底に軟らかい泥が厚く堆積しており，基本的にサン

ゴ類は生息していなかった (図 2.3c)．しかし，一部の範囲 (St. M2 周辺) では泥底の一部

にハシラセンベイサンゴ Leptoseris scabra の純群落があり，50 % の被度を示した (図 

2.3d)． 

湾内の主水路斜面 (St. S1～S11) では「多種混成」もしくは「特定類優占」のサンゴ群集

が見られた．主水路斜面にはミドリイシ類の礫が厚く堆積しているところが多く，礫間には

シルトが堆積していた (図 2.3e)．このような場所のうち，湾中央部の東岸 (St. S2, S4) では

クサビライシ類が被度 10～20 % で優占していたが，クサビライシ類はひっくり返ってい

るもの，斃死しているものが多かった (図 2.3f)．湾奥部 (St. S6～S9) では，サンゴ礫上に

生残している枝状・洗瓶ブラシ状のミドリイシ群落が被度 30～50 % で見られた (図 2.4a, 

b)．湾内の全調査範囲においてミドリイシ類の幼群体は認められず，加入が無いか加入直後

に死亡していたと考えられた． 

湾内の浅所平坦部 (St. A1～A7) では塊状ハマサンゴ類が多く，比較的湾口寄りの地点 

(St. A1, A2) ではシコロサンゴ属，キクメイシ属等も見られて「多種混成」であったが，他

の地点はクサビライシ類が多かった St. A4 を除いて塊状ハマサンゴ類が優占する「特定類

優占」であった．特に，西岸 (St. A3, A5, A6) では塊状ハマサンゴ類が被度 30～50 % で優

占しており，海底を覆い尽くしているところも見られた (図 2.4c)．ハマサンゴ類は部分的

にマイクロアトールとなっているもの，糸状藻類や付着性二枚貝類，泥がついて斃死してい

るものが多かった (図 2.4d)．  
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図 2.2 サンゴの優占種と被度．概ね 50 m × 50 mの範囲で被度を計測した 

(矢代ら 2017 [6]より転載) 
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図 2.3 川平湾の写真．a：礁池で優占していた枝状コモンサンゴ類 (St. O4)，b：湾口水

道部の斃死した卓状ミドリイシ類 (St. I1)，c：湾内の主水路部に堆積した泥 (St. M5)，

d：主水路部の泥上に生息するハシラセンベイサンゴの純群落 (St. M2)，e：斜面上部に堆

積したミドリイシ類の礫 (St. S4)，f：ミドリイシ類の礫上に優占していたクサビライシ類 

(St. S4)  (矢代ら 2017 [6]より転載) 

 



2-8 

 

 

図 2.4 川平湾の写真．a：斜面下部で生息するトゲミドリイシ類 (St. S6)，b：斜面上部

で生息するツツミドリイシ類 (St. S6)，c：湾中央部の西岸の浅所で海底を覆い尽くすハマ

サンゴ類 (St. A6)，d：付着物により斃死したハマサンゴ類 (St. A6)  (矢代ら 2017 [6]より

転載) 
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2.3.2. 湾内各所におけるサンゴ群集組成の変化 

ライン調査の結果を基に作成した湾内各所におけるサンゴ群集組成の変化を図 2.5 に，

水深 5 m で区分した調査結果を表 2.1 に示した． 

湾内のサンゴ群集は，底質が主にサンゴ礫と砂の浅所平坦部においてハマサンゴ類が優

占し，底質に泥が多い深所で L. scabra （ヒラフキサンゴ科）が優占する明瞭な傾向が見ら

れた (図 2.5)．主水路斜面では，クサビライシ類が優占する範囲とミドリイシ類が優占する

範囲があり，東西岸で大きく分布の様子が異なっていた (図 2.5)．以下に，東西岸別にサン

ゴ群集組成の変化の様子を記載する． 

【西岸 (L1～4)】 

浅所平坦部はゆるい勾配で主水路部に向かって突出している地形のところが多かった．

このような場所にはコブハマサンゴ Porites lutea に代表されるハマサンゴ類が非常に多く，

湾奥 (L3, L4) では被度 20% に達した (表 2.1, 図 2.5）． 

主水路斜面は 2～4 m 付近から急勾配で主水路部に落ち込み，深くなるにつれ泥が多く

なるところがほとんどであった．このような場所では，枝状あるいは洗瓶ブラシ状ミドリイ

シが優占しているか，斃死したミドリイシ類の礫上にクサビライシ類が散在していた．湾中

央部 (L1, L2) では生息しているミドリイシ類は少なかったが，湾奥部 (L3, L4) ではオトメ

ミドリイシ Acropora pulchra 等の枝状ミドリイシやトゲヅツミドリイシ Acropora echinata 

等の洗瓶ブラシ状ミドリイシが見られ，サンゴ群集の被度が高かった (表 2.1, 図 2.5)． 

【東岸 (L5～8)】 

浅所平坦部は西岸同様にゆるい勾配で主水路部に向かって突出している地形のところが

多かったが，優占種である P. lutea をはじめとする塊状ハマサンゴ類の被度は，西岸に比べ

て低かった (表 2.1, 図 2.5)．なお，東岸の全てのラインにおいて，塊状ハマサンゴ類は部

分死や斃死したものが多かった． 

主水路斜面は西岸同様に 2～4 m 付近から急勾配で主水路部に落ち込み，深くなるにつ

れ泥が多くなっていたが，西岸と異なり，いずれのラインにおいてもミドリイシ類が優占す

る範囲は見られなかった．湾中央部 (L6～L8) では，枝状あるいは洗瓶ブラシ状のミドリイ

シ類のものとみられるサンゴ礫が非常に多く散乱して厚い層を形成しており，礫上に散乱

するクサビライシ類が優占種となっていた (表 2.1, 図 2.5)．湾奥部 (L5) の主水路斜面に

は，サンゴ群集はほとんど見られなかった (表 2.1, 図 2.5)． 

 

 

  



2-10 

表 2.1 ライン調査の各ラインにおけるサンゴの被度．ハッチは被度 5 % 以上を意味す

る．ミドリイシ科のうち，枝状あるいは洗瓶ブラシ状の群体形の被度について( )で示した 

(矢代ら 2017 [6]より転載) 

 

 

  



2-11 

 

 

図 2.5 湾内各所におけるサンゴ群集組成の変化．横軸は離岸距離である．縦の棒グラフ

で離岸距離 5 m 毎のサンゴ被度を，折れ線で水深を，上部の帯グラフで底質を示した．

湾中央部と湾奥部の境界を破線で示した (矢代ら 2017 [6]より転載) 
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2.3.3. 群集構造の特徴 

湾外の礁池～礁原では多くの範囲に枝状ミドリイシあるいは枝状コモンサンゴ類が優占

しており，一部で内湾性の種である P. cylindrical が多く見られた (図 2.2)．このうち枝状

コモンサンゴ類は礁池で優占的で，台風等により破片が移動して分布域が大きく変化する

種類である (Yamano et al. 2000 [8])．一方，湾内には強内湾性の種からなる特異なサンゴ群集

が見られた．主水路斜面および浅所平坦部ではトゲミドリイシ類やツツミドリイシ類に代

表される繊細な構造を持った枝状サンゴの仲間，クサビライシ類，センベイサンゴ類，シコ

ロサンゴ類，塊状ハマサンゴ類などが生息しており，主水路部には主に L. scabra が分布し，

他のサンゴ類はほとんど見られなかった (表 2.1)．湾外と湾内を結ぶ湾口水道部には湾外と

湾内の中間的な種組成を示すサンゴ群集があり，枝状・卓状・散房花状のミドリイシ類や塊

状ハマサンゴ類，クサビライシ類が優占していた．このように，川平湾海域におけるサンゴ

群集の種構成は地点・場所によって大きく異なっており，湾外から水道，湾内へと次第に内

湾性の構成種が多くなる傾向にあった．このような種構成の場所による差異や，湾内外に見

られるサンゴ類の水平分布の特徴は，海水の影響，波浪の影響，底質組成，濁りや懸濁物質

の量などといった物理環境条件が場所によって大きく異なることに起因していると考えら

れ，当該海域の環境勾配が大きいことを示唆している． 

湾内のサンゴ群集は水深，底質に対して依存するように優占種が異なっていた．P. lutea 

は内湾的環境下で優占的に分布可能な種であり川平湾でも湾内浅所平坦部の優占種となっ

ていたが，西岸を中心とする底質に泥を含むところで多く，東岸の底質が礫（サンゴ礫）の

場所には散在する程度であった (図 2.5)．マルクサビライシ Lithophyllon repanda をはじめ

とするクサビライシ類は，斃死個体も多いものの斜面の幅広い水深帯で優占種となってお

り，底質の依存性が低く，泥の有無によらず東西岸にわたる広範囲に分布していた (図 2.5)．

トゲミドリイシ Anacropora spinosa, A. pulchra 等の枝状ミドリイシや A. echinata 等の洗瓶

ブラシ状ミドリイシは，湾奥部の西岸の主水路斜面を中心に，底質が礫あるいは礫混じり泥

の場所に優占していた (図 2.5)．L. scabra は，主水路部および主水路斜面の深所で優占し，

St. M2 では純群落を形成していた．L. scabra の分布は底質中に泥を多く含む範囲が中心で

あり (図 2.5)，半分泥に埋没した状態でも生息している様子が見られた．L. scabra の極め

て泥に強い性質により，他種が生息できない主水路部周辺において特異な分布形状を形成

したと考えられる． 
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2.4. 過去の分布と近年におけるサンゴ優占種の変化 

堀越 (1979) [1] は 1976～1978 年に川平湾内の集中的な調査を行い，湾内のサンゴ群集に

ついて水深 5 m 以浅および 5 m 以深の優占種 (被度の上位 3種) を報告した．今回行った

ライン調査はこの報告と概ね同一地点で調査しており，湾内のサンゴ群集の変化を検討す

るため，両調査における優占種（属）の比較を行った (表 2.2)．この結果，堀越 (1979) [1] に

よる 1976～1978 年の調査と今回の 2012～2013 年の調査では多くの地点で優占種が異な

っており，湾内のサンゴ群集の構成が大きく変化していることが明らかとなった． 

スポットチェック調査結果，ライン調査結果，航空写真 (2006 年撮影)，堀越 (1979) [1]を

基に，川平湾の過去 (1976～1978 年および 2006 年) と 2012～2013 年のサンゴ優占種の

分布図を作成し図 2.6 に示した．湾中央部の東岸 (L6, L8) では堀越 (1979) [1]の調査では 

Acropora（枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシ類），Montipora（枝状コモンサンゴ類）が優占し

ており，2006 年の航空写真でもこの範囲にサンゴ群集と考えられる画像が写っていたが，

今回の調査ではほとんど見られず，これらのグループのものと考えられるサンゴ礫が大量

に堆積していた．このことから，湾中央部の東岸では，近年，枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイ

シ類，枝状コモンサンゴ類が大量に斃死し，減少した可能性が高い． 

一方，湾奥部の西岸 (L3, L4) では堀越 (1979) [1] の調査の際には優占していなかった枝

状・洗瓶ブラシ状ミドリイシ類が高被度で分布し，優占種の上位を占めていた．これらのこ

とから，川平湾内におけるサンゴ群集の変化は，主に枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシ類や枝

状コモンサンゴ類などの被度の増減を反映したものであるといえる． 

 

表 2.2 優占種の変化．表記は各ラインにおける被度順．1976～1978 年の優占種は堀越 

(1979) [1]より改変．ハッチはミドリイシ科を意味する (矢代ら 2017 [6]より転載) 
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図 2.6 過去 (1976～1978, 2006 年）と近年 (2012～2013 年）の優占種の分布．スポット

チェック調査結果，ライン調査結果，航空写真，堀越 (1979) [1]を基に作図した  
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2.5. サンゴの大規模白化が発生した年の推定 

先述したように湾中央部の東岸では，近年，枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシ類や枝状コモ

ンサンゴ類などが大量に斃死したため，被度の低下と優占種の交代が起こったと考えられ

た．そこで，この要因の一つと考えられる近年発生した大規模な白化の影響について検証し

た． 

 

2.5.1. 夏季高水温の発生年 

 大規模白化が起きやすい夏季高水温の発生年について，気象庁の海面水温データ（先島諸

島周辺） [9]から整理した．海面水温データが揃っている 1950 年から本調査を実施した 

2012 年までの夏季 (7～9 月) の海面水温について，平年値 (1981 年～ 2010 年の 30 年

間の平均値) との差を図 2.7に示す．夏季海面水温は 1998 年に最も高く平年値 +1.0 ℃，

次いで 1983 年，1988 年，2001 年が平年値 +0.6 ℃，1967 年，2003 年，2007 年が平年値 

+0.4 ℃，1991 年，1993 年，2010 年が平年値 +0.3 ℃であった．以降，この 10ヵ年を先島

諸島の海面水温が高かった年と定義した． 

 

 
 

図 2.7 先島諸島周辺における夏季の海面水温の平年値との差．平年プラス 0.3℃を赤線で

示した．気象庁観測海面水温データ [9]より作成 
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2.5.2. 航空写真による比較 

川平湾内のうち枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシが顕著に減少した湾中央東岸について，先

島諸島の海面水温が高かった年のサンゴの変化を国土地理院撮影の空中写真 (1962 年 12 

月，1977 年 11 月，1986 年 12 月，1995 年 1 月，2006 年 1 月，2010 年 7 月撮影)，海

上保安庁撮影の航空写真 (2000 年 6 月撮影)，石垣市総務課より提供を受けた航空写真 

(2011 年 1 月撮影) の比較により確認した (図 2.8)．  

1977 年と 1986 年，1995 年と 2000 年の写真を比較すると，サンゴ群集が D. L. 0 m 付

近の浅所で部分的に消失したと判断される変化が生じていた．このことから，1983 年と

1998 年の高水温については湾内のサンゴ群集への影響が軽微であったと考えられた． 

1986 年と 1995 年の写真を比較すると，1988 年，1991 年，1993 年の高水温は影響があ

ったとしても軽微で，1995 年の時点ではこの 3ヵ年の高水温に曝される前よりもサンゴが

増加したと判断できた． 

2000 年と 2006 年の写真を比較すると，残存していた D. L. -2～-6 m 付近の深所のサン

ゴ群集がパッチ状になったように見える．このことから，2001 年と 2003 年の高水温のど

ちらか，あるいは両方の影響により，深所のサンゴ群集の一部が失われたと考えられた． 

2006 年と 2010 年の写真を比較すると，深所のサンゴ群集が大規模に消失したと判断さ

れる変化が生じている．このことから，2007 年の高水温により深所のサンゴ群集の大部分

が失われたと考えられた． 

2010 年と 2011 年の写真を比較すると，2010 年まで残存していた一部の色が濃い部分が

失われている．このことから 2007 年の撹乱で生残していた一部のサンゴが 2010 年の高

水温により失われた可能性が考えられた． 

 

表 2.3 先島諸島の海面水温が高かった年の湾内のサンゴ変化 

 
  

高水温の年
湾内の

サンゴの変化
航空写真の比較年月

1967 1962年12月，1977年11月

1983 浅所の一部で消失 1977年11月，1986年12月

1988

1991

1993

1998 浅所の一部で消失 1995年1月，2000年6月

2001

2003

2007 深所まで広範に消失 2006年1月，2010年7月

2010 深所まで一部で消失 2010年7月，2011年1月

浅所回復 1986年12月，1995年1月

2000年6月，2006年1月深所までパッチ状に
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図 2.8 湾内東岸の航空写真の比較．破線は次の撮影年までに消失したと判断した範囲 
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一方，川平湾内のうち枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシの消失が起きなかったと考えられる

湾奥部について，堀越 (1979) [1] の調査が行われた年と近年の航空写真 (1977 年 11 月，

2011 年 1 月撮影) とを比較してみると，2011 年時点においても枝状・洗瓶ブラシ状ミド

リイシの分布とみられる色の濃い部分が残存しており，1977 年時点よりも拡大している様

子がわかる（図 2.9）．このことから，湾奥部においては先島諸島の海面水温が高かった年

でも白化等により枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシが消失することは無かったと考えられる． 

 

 

図 2.9 湾奥の航空写真の比較．矢印は枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシの分布が拡大した

と判断した部分 
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2.5.3. 周辺海域のサンゴ変化 

夏季高水温の発生が川平湾のサンゴに与えた影響を調べるため，川平湾近傍のサンゴの

変化を整理した．川平湾内のサンゴ群集については継続的なモニタリングは行われていな

い．しかし，環境省のモニタリングサイト 1000 調査 [4] [5]では，川平湾の礁池および礁縁に

あたる川平小島東 (本調査の St. O4)，川平小島北 (同 St. O3)，川平水路東 (同 St. O2)，川平

水路 (同 St. O1) でスポットチェック法によるサンゴ被度等の調査が 1998 年より行われて

いる．そこで，モニタリングサイト 1000 調査の平均被度と，このうち枝状ミドリイシが優

占していた川平水路東，川平水路の平均被度を算出して図 2.10に示した． 

4 地点の平均被度は，1998 年の夏季高水温による白化後は 16 % であった．このとき，

白化による死亡率は 50 % 以上で，最大で 90 % 以上に達したと記録されている．この後，

2006 年まで次第に回復したが，2007 年の夏季高水温による白化で再び 24 % まで低下し

た．2008 年以降は緩やかに回復したが，2010 年には干出時に降雨にさらされたために白化

し，2011 年にはオニヒトデ被害を受けて被度が低下した．枝状ミドリイシ優占の 2 地点の

平均被度は，4 地点の平均被度と概ね同様の傾向であったが，1998 年の白化後の被度低下

が著しく，回復が遅れたと考えられる．なお，環境省自然環境局生物多様性センター [10]は，

2007 年の白化の特徴として，1998 年の白化と比較して水深が浅い場所での被害が大きく，

高水温に曝されたのは浅い水深層に限定された可能性があると考察している．  

少し視点を広げ，データの蓄積がある石西礁湖のサンゴ変化に着目する．野島・岡本 

(2008) [3]は，石西礁湖において長年にわたる観察を続け，1998 年，2001 年，2007 年にサン

ゴの大規模白化があり，2003 年には中規模の，2005 年には小規模の白化があったことを報

告している．これらの年は 2005 年を除き先島諸島の海面水温が高かった年に相当してお

り，水温との関係が深いことがわかる． 

 

図 2.10 川平湾礁池・礁縁のサンゴ被度変化．赤いハッチは先島諸島の夏季の海面水温が

高温であった年を意味する 
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2.5.4. 地域情報 

川平湾内のサンゴの変化を調べるため，川平湾近傍においてレジャーダイビングを営ん

でいる業者の方に川平湾のサンゴ分布についてヒアリングを行った． 

川平湾内の枝サンゴは 1998 年の大規模白化の影響を受けたものの 2000 年までは高被

度で分布していた．しかし，2001 年の石垣周辺の白化の際に浅い方から順に白化が進み，

大きく被度を低下させた．その後，僅かに枝状サンゴが残っている状態が続いたが，2007 年

の石垣周辺の白化の際に残りの個体も白化し，壊滅的な状況となった．なお，川平湾奥部の

サンゴは，1998 年，2001 年，2007 年のいずれの大規模白化でもほとんど影響を受けてお

らず，オニヒトデも湾内ではほとんど見られないとのことである． 

この地域情報は，航空写真の変化から推定した湾内東岸におけるサンゴ変化と傾向がよ

く一致している．以上のことから，湾内東岸のサンゴ群集は 1983 年，1998 年，2001 年，

2007 年を中心に高水温による白化で失われており，特に 2007 年に失われたところが大き

いと考えられる． 

 

2.5.5. 高水温の状況 

次に，2007 年に大規模にサンゴが消失したと仮定し，その要因について解析した． 

川平湾奥部の養殖筏の水深 5 m における水温について，夏季に水温 30 ºC 以上の高水温

が連続で続いた日数を調べると，データがある 2004～2012 年では 2007 年が最も長い 46 

日間であり，ついで 2009 年が 33 日間，2004 年が 30 日間であった．2007 年は高水温が

長く続いたために白化が起きやすかったと考えられる． 

Liu et al. (2003) [11]は 1998 年と 2002 年の衛星画像による海面水温と GBR の白化状況

とを比較し，白化の閾値となる指標として DHW (Degree Heating Week) を提案した．DHW  

は，週の平均海面水温が平年の最暖月の平均水温より 1 ℃ 以上高い場合を 12 週分積算し

て計算する．例えば 12 週のうち平年より 1 ℃ 高い水温が 4 週間あると DHW は 4 と

なる．DHW が 4 を超えると白化現象が起こり，DHW が 8 を超えると白化現象によるサ

ンゴの大量死が起こると判断される．また Kayanne (2017) [12]は，北太平洋のサンゴの大規

模白化について DHW による予測結果と実際の白化状況とを比較し，DHW の予測が的確

であったことを示した．DHW は，調査海域周辺においても適用可能な白化の予測指標と考

えられる． 

海面水温ではないが，川平湾奥部の養殖筏の水深 5 m における水温について，DHW を

計算した結果を図 2.11 に示す．平年水温は 2004～2011 年 (2007 年を除く) で設定した．

その結果，2007 年のみが DHW が 4 を超えており，白化が起きやすかったと判断された． 

以上のことから，2007 年の夏季に見られた高水温の継続により，川平湾内でもまとまっ

た規模の白化が起きたと考えられ，これが近年のサンゴ群集の変化，特に湾中央部の東岸の

優占種交代と被度低下を引き起こした枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシ類や枝状コモンサン

ゴ類の大量斃死に繋がった可能性が高い． 
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図 2.11 川平湾奥部の DHW の変化 

 

2.6. 湾内の水温と集中豪雨との関係 

先島諸島の夏季海面水温は 1998 年に最も高く，次いで 1983 年，1988 年，2001 年が高

く，1967 年，2003 年，2007 年はこれらに準ずる高さであった (図 2.7)．では，どうして

2007 年は高水温が継続したのだろうか．ここでは湾内の水温と集中豪雨との関係について

解析した． 

湾奥部水深 5 m 層における水温と川平地点の降水量とを時系列で整理した (図 2.12)．川

平湾の湾奥部の水温は毎年 7 月ごろに 30 ºC を超え，最高で 31 ºC 程度になるが，日間降

水量が 100 mm/d を超えるような集中豪雨の流入により顕著に低下する傾向がみてとれた．

このうち 7～9 月の降雨について前後 3 日間の平均水温を比較すると，50～99 mm/d の降

雨で 1.0 ± 0.8ºC（平均 ± 標準偏差），100 mm/d 以上の降雨で 1.5 ± 0.6ºC 水温が低下して

いた． 

湾内の水温は集中豪雨があると顕著に低下するが，2007 年の夏季は 6 月 16 日に 146 

mm/d の集中豪雨があった後は 9 月 18 日の 240 mm/d の集中豪雨まで 100 mm/d を超え

る集中的な降雨はなかった．これが高水温が継続した要因の一つと考えられる． 

 

 

図 2.12 湾奥水深 5 m 層の水温と川平地区の降水量 (矢代ら 2017 [6]より転載) 
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2.7. 湾奥部でサンゴが生残した要因 

 湾中央部の東岸で枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシ類や枝状コモンサンゴ類が近年大きな

撹乱を受け大量斃死したのに対し，湾奥部，特に西岸では枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシ類

が生残し，高被度で分布していた．湾内では場所により白化の影響が異なっており，湾奥部

では影響を軽減する何らかの要因が働いていた可能性がある．ここでは湾奥部でサンゴを

生残させた要因を解析する． 

Casareto et al. (2016) [13]は，温度ストレスとその他のストレスの複合的な影響について調

べ，サンゴのダメージは非生物的要因（温度，堆積物，栄養塩流入，ＵＶ）や生物的要因（補

食，藻類の大発生，感染性の病気）の相乗効果により引き起こされるとしている．川平湾の

湾内への河川流入は湾奥部に集中しており，生活・畜産排水の流入や，これに起因する感染

性の病気は湾奥部にはマイナス要因であって，白化影響の軽減とは関係がないと考えられ

る．また，オニヒトデやサンゴ食巻貝は現地調査時には全く観察されておらず，影響は考え

にくい． 

Hidaka (2016) [14]は，イシサンゴ目の生活史とストレス反応についてレビューし，高水温で

光条件がある程度強い場合に発生する活性酸素がサンゴの共生藻類のみならずホストであ

るサンゴにもダメージを与えると述べている．サンゴの白化とこれに伴う死亡は活性酸素

の発生と深く関わっており，複合的なストレス要因のうち，高水温ストレスと光ストレスに

起因するところが大きいと考えられる． 

以上のことから，本節では高水温ストレスと光ストレスについて検討した． 

 

2.7.1. 水温の分布 

2013 年 8 月 27 日～9 月 30 日に実施した水温連続観測では，湾内の水温は場所によ

る差がほとんどみられなかった (表 2.4)． 

この期間，降雨は最大で 15 mm/d で，集中豪雨は降らなかった．上述したように，2007

年は夏季に集中豪雨が少なく，湾内の水温は 2013 年の観測時のように場所による差がほ

とんどなかったものと考えられる． 

なお，沖縄県が 1976～2011 年に隔月に 1 回の頻度で観測した表層水温データでは，川

平湾の湾中央部と湾奥部との水温差は調査月別の平均で 0.0～0.4 ºC と小さく，湾内の水温

勾配は年間を通じて小さいと考えられる． 

これらのことから，湾奥部における白化の影響の軽減は，水温以外の環境勾配によって起

きたことが示唆される． 
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表 2.4 湾中央部および湾奥部の水温．数値は平均値 ± 標準偏差を示した 

 (矢代ら 2017 [6]より転載) 

 

 

2.7.2. 濁度の分布 

Goreau et al. (2000) [15] は 1998 年の大規模白化において，カッチ湾，南西部スリランカ，

マヘ，アルフォン環礁のラグーン内で，濁った場所では白化による死亡率が低かったことを

報告している．また，Jokiel and Brown (2004) [16] は濁りが高い部分で白化が起きにくく，水

深の増加による死亡率の低下が顕著となることを示している．濁りは原因物質である SS 

が光を散乱させたり，溶存有機物 (CDOM) が光を減衰させるため，光ストレスを低減し，

白化による死亡率を下げる効果がある (West and Salm 2003) [17]．川平湾においても濁りが白

化を抑制したと考え，検討を行った． 

濁度の計測はミドリイシ類の礫が厚く堆積していた湾中央部の東岸付近 (図 2.1 の St. a) 

と，枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシが高被度で分布していた湾奥部の西岸付近 (図 2.1の St. 

b) で行った．川平湾の濁りは海底付近で最も高く，5 m 層付近が最も低い傾向にあり，す

べての水深層において湾奥部の方が高かった (表 2.5)．集中豪雨による出水時に一時的に高

濁度となるが，標準偏差の 3 倍以上の統計的な外れ値を排除しても傾向は同様であった(表 

2.5)．以上のことから，川平湾ではサンゴが死滅した湾中央部よりも生残した湾奥部の方が

濁りが高いことがわかる． 

 

表 2.5 湾中央部および湾奥部の濁度．数値は平均値 ± 標準偏差を示した 

 (矢代ら 2017 [6]より転載) 
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2.7.3. 濁りによるサンゴへの阻害的な影響 

濁りの元である SS は過剰にあるとサンゴに阻害的な影響を与える．枝状ミドリイシの 

SS に対する耐性は 10～20 mg/L で白化が起き，10 mg/L 未満で一部の種で成長や石灰化の

抑制が起きるとされている (Erftemeijer et al. 2012) [18]．ここでは，川平湾の濁りの強度がサ

ンゴに阻害的な影響を与える可能性について検討した． 

川平湾において最も濁りの強度が高かったのは湾奥部の底層で，平均値は約 2 FTU であ

った (表 2.5)．濁度の値を SSの値に換算するため，2013 年の 1 月，5 月，8 月に測定し

た湾内外 4～8 地点の表層及び海底付近の SS 値と，同時に計測した濁度との関係を整理し

た (図 2.13)．濁度に対する SSの寄与は濃度によらず概ね一定で，SSの値 (mg/L) を約 0.86

倍することで濁度の値 (FTU) を算出することができる．このことから，濁度から SS の値

を推定する換算式を SSの寄与度の逆数 (SS mg/L = 1.16 × 濁度 FTU) と設定した． 

この換算式から計算すると，最も濁りの強度が高かった湾奥部底層の SS は平均で 2.39 

mg/L，95 % 信頼区間 (標本平均±1.96標準偏差/データ数 1/2) の上限で 2.42 mg/L であり，

枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシが優占している水深 (海面下 2 mおよび 5 m) の SS は平均

で 1.38 mg/L，95 % 信頼区間の上限で 1.40 mg/L であった．この濃度は，白化が起きると

される SS濃度 10 mg/L を大幅に下回っている．一部の種で成長や石灰化が抑制される可能

性がある濃度であるが，川平湾奥部の枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシは浮泥が堆積しにくい

微細な構造を有しており，実際に観察した全ての群体で浮泥の堆積がみられなかったこと

から，その可能性は低いと考えられる．なお，枝状ミドリイシに影響があるとされる堆積速

度は 50 mg/cm2/d以上とされるが (Erftemeijer et al. 2012 [18])，4章で示すように川平湾内の沈

降フラックスは最大で 3.46 mg/cm2/d であり，こちらも大幅に下回っている． 

 

 

図 2.13 川平湾の SSと濁度の関係  
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2.7.4. 濁りによる減光効果 

2013 年の 1 月，5 月，8 月に計測した濁度の鉛直プロファイルのうち，水深 5 m 以浅

の平均値は透明度との高い相関関係が認められた (図 2.14)．統計的な外れ値を除いた平均

濁度から回帰式により連続観測期間における水深 5 m 以浅の平均的な透明度を推算すると，

湾中央部 (平均濁度 0.99 FTU) で約 4.2 m，湾奥部 (同 1.20 FTU) で約 3.2 m となった (表 

2.6)． 

川平湾におけるサンゴの生息水深については，湾奥では D. L. -2～-6 m を中心に枝状・洗

瓶ブラシ状ミドリイシが優占しており (図 2.5)，湾中央でも同じ水深帯を中心に優占してい

た枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシが失われたことから (図 2.8)，D. L. -2～-6 m (平均水面下

3～7 m) と考えられる．平均水面下 3 m および 7 m における太陽光の強度は，透明度の水

深における太陽光の強度を海面の 10 % と仮定すれば，湾中央部で海面の 19.2 % および 

2.1 %，湾奥部で 11.9 % および 0.7 % となる (表 2.6)． 

気象庁が観測した石垣島の太陽光強度について，2007 年 7 月における毎正時の平均値

を図 2.15 に示す．石垣島では，2007 年 7 月の日中は平均で約 3,000 μmol/m2/s の太陽光

強度であった．この強度は，湾中央部の水深 3 m および 7 m ではそれぞれ 577 μmol/m2/s， 

64 μmol/m2/s，湾奥部の水深 3 m および 7 m ではそれぞれ 358 μmol/m2/s，21 μmol/m2/s と

なる (表 2.6)． 

 

表 2.6 湾中央部および湾奥部の濁度，透明度，水深 3 m・7 mにおける光の減衰と強度 

 

  

濁度 透明度

(FTU) (m) 3 m 7 m 3 m 7 m

湾中央 0.99 4.2 19.2 2.1 577 64

湾奥 1.20 3.3 11.9 0.7 358 21

海面に対する光の減衰 (%) 光強度 (μmol/m2/s)
位置
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図 2.14 湾内の透明度と濁度の関係 (矢代ら 2017 [6]より転載) 

 

 

 

図 2.15 石垣島の 2007年 7月の太陽光強度 
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これらの光強度の違いは，サンゴの生残に影響を与えたのだろうか．中村 (2012) [19]は光

阻害現象についてレビューし，高水温が光ストレスの閾値を下げ，白化を誘発するとしてい

る．また，Anthony et al. (2007) [20]はトゲスギミドリイシ Acropora intermedia を用いた実験

を行い，水温 30.4 ± 0.8ºC，光量 372.1 ± 93.4 μmol/m2/s の条件下で SS が 0.2 ± 0.4 mg/L の

条件では 40 日間の生残率は 25 % 程度であったが，SS を 10.2 ± 3.7 mg/L に保ったとこ

ろ生残率が 75 % 程度となり，白化による死亡率が低減したことを報告している．これらの

ことから，2007 年の夏季のように 30 ºC 以上の高水温が継続した条件においては，350 

μmol/m2/s 程度の光量でもサンゴに光ストレスが生じたことが示唆される． 

夏季 1 か月間の濁度連続観測結果 (表 2.5) のうち，サンゴの生息水深に相当する水深 5 

m 以浅について平均し，SS 換算すると湾中央では 1.14 mg/L，湾奥では 1.39 mg/L となる．

川平湾の海面下 3 m と 7 m における透過光強度は SS 濃度に依存して指数的に減衰する

が (図 2.16)，湾中央の SS 濃度では海面下 3～7 m の範囲の半分程に 350～600 μmol/m2/s 

程度の光が到達してしまう．一方，湾奥の SS 濃度では海面下 3～7 m の全ての範囲が約

350 μmol/m2/s 以下となる． 

以上のことから，川平湾のサンゴ群集のうち湾奥部の枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシは，

濁りにより日射が減光されることが一因で，高水温による大規模な白化においても大量斃

死を免れたと考えられる． 

なお，湾中央の水深 5 m における統計的なエラー値を除いた平均濁度は 0.90 FTU であ

り (表 2.5)，95 % 信頼区間の下限は SS 換算で 1.05 mg/L となることから，SS が 1 mg/L 

を下回るとサンゴの生息範囲の一部で減光効果が得にくくなると考えられる．また，補償深

度を光量が海表面の 0.1 %となる水深と仮定すると，SS が 1.98 mg/L を超えると水深 3 m

以深は光量不足となる．これらのことから，概ね 1～2 mg/L の範囲が川平湾奥部における

サンゴにとっての適度な濁りであると考えられた． 

 
図 2.16 川平湾の水深 3 m，7 m における透過光強度．海面における日射強度を 

3000 μmol/m2/s として算出した  
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2.8. まとめ 

閉鎖性内湾である石垣島川平湾のサンゴ群集は，生息環境の違いに依存するように，湾外

から水道，湾内へと次第に内湾性の構成種が多くなる分布様式となっていた．湾奥部には枝

状・洗瓶ブラシ状ミドリイシが優占している場所がみられ，内湾的な環境に適したこれらの

種類が長期間にわたり生息している様子が伺われた． 

一方，湾中央部の東岸では，1970 年代後半に枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシや枝状コモ

ンサンゴが優占していたという知見があるものの，本調査の時点では全く分布していなか

った．この範囲には，これらの種類のものとみられる死んだ骨格が山積しており，大規模な

攪乱により死亡したものと考えられた． 

先島諸島における夏季高水温の発生年，航空写真，川平湾の礁池・礁縁におけるサンゴ被

度の変化，地域情報および水温データを解析したところ，このサンゴ群集の大規模な死亡は

主に 2007 年の高水温による白化が原因と考えられた．降雨と水温条件についての解析か

ら，2007 年には夏季の集中豪雨が少なかったことが一因で，高水温が長期間にわたり継続

したと判断できた． 

ただし，湾奥部の西岸を中心に，枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシが生残している．この範

囲は，大規模な死亡がみられた湾中央の東岸と水温条件は大きな違いがないと考えられた．

これらのサンゴ群集が生残した要因として，濁りによる光ストレスの低減効果を予測し，濁

度条件について解析した．その結果，湾奥部の濁りは，ミドリイシに阻害的な影響を与えな

い強度であるものの，夏季の強光を水深 3 m で約 350 μmol/m2/s 程度まで減光し，サンゴ

の生息範囲 (水深 3～7 m) の光ストレスを低減することがわかった．これらのことから，

湾奥部では SS で 1～2 mg/L 程度の適度な濁りにより高水温による大規模な白化と大量斃

死が抑制されたと考えられた． 

以上のことから，川平湾に代表される閉鎖性内湾では，内湾環境に見られる特徴的な物理

条件（降雨による水温の低下，濁りによる光の減光）が，サンゴの群集構造を変化させる重

要な要素であると考えられた． 
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3． 濁りを維持する機構 
3.1. 目的 

2章の研究により，2007年の夏季に石垣島周辺で観察された大規模白化の際，閉鎖性内湾

である川平湾の湾奥部でサンゴが生残した現象は，「濁り」がサンゴの死亡を抑制したもの

と考えられた．サンゴの大規模白化とこれに伴うサンゴの死亡は，高水温かつ光強度がある

程度強い条件下で，光合成系が活性酸素を発生するために起きるとされる (Hidaka 2016 [1])．

このため，強光を減光する程度の比較的弱い濁り (2章より，川平湾では SSで 1～2 mg/L程

度) であればサンゴの生育にプラスとなると考えられる．濁りがサンゴの白化と死亡を抑制

するには，サンゴの生育水深かそれ以浅において日射が減光され，かつ，白化が起きる夏季

高水温の数週間程度の間，日射が減光される時間が支配的となる必要がある (Mumdy et al. 

2001 [2])．そのためには，潮位変動のような定常的な現象により濁度が上昇するか，短期的

な濁度上昇イベントが頻繁に起きるなどして，ある程度恒常的な濁りが維持される機構が

必要と考えられる． 

サンゴの生残を意図した濁度の強度と恒常的な濁りの維持機構についての研究は少なく，

知見が不足している．3 章では，大規模白化時にサンゴの生残が確認された石垣島川平湾を

例に，サンゴの生残に寄与する適度な濁りの維持機構について検討した．夏季高水温期にタ

ーゲットを絞り，定常的な現象（潮位変動）と短期的な気象・海象イベントに分けて解析を

行った． 

 

3.2. 材料と方法 

3.2.1. 調査位置 

本研究では，以下に示す連続観測調査，水質調査，底質調査を実施し，別途入手した気象

観測データを含めて解析を行った．調査位置を図 3.1に示す． 

 

3.2.2. 連続観測調査 

2013 年 8 月 26 日～9 月 30 日の期間に図 3.1に示す湾内外の No. 1, 4, 5, 7, 8 及び L4

において，流速計 (EM；JFEアドバンテック社，ADCP；RD-Instrument)，濁度計 (CLW；JFE

アドバンテック社)，水温・塩分計 (C-CT；JFEアドバンテック社)，波高計 (WH-401；アイ

オーテクニック社)，水位計 (C-WH；JFEアドバンテック社) を設置し連続観測を行った．

各地点での測器の設置概要は，表 3.1に示すとおりである．データ取得間隔は，波高計 60 

分，その他の測器 10 分とし，流速計，濁度計，水位計，波高計については，1 回の測定毎

に 1～2 Hz で 10 秒～1200 秒間計測した． 
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図 3.1 調査位置 (矢代ら 2018 [3]より転載) 

 

表 3.1 連続観測の各調査地点の水深，測定項目，設置水深．設置水深は海面下からの深

さを表すが， B+●は海底面からの高さを表す (矢代ら 2018 [3]より転載) 

調査地点 水深 (D.L.) 測定項目 設置水深 

No.1 (水路) -8 m 水位 6 m 

No.4 (湾中央) -16 m 流向流速 (ADCP) B+0.3 m 

No.5 (湾奥) -14 m 水温，塩分，濁度 0.5, 2, 5, 10, 12 m 

No.7 (礁池) -3 m 水位 B+0.5 m 

No.8 (湾外) -15 m 波高・周期 B+1.0 m 

L4 (湾奥斜面) 
-2, -5, -10 m 

の 3箇所 

流向流速 (EM)，水温，

塩分，濁度 
B+0.2 m 

CCC

CCC

No.8（湾外）

0           500m

川平

吉原

小島

N

下田原川

No.5（湾奥）

No.4（湾中央）

No.1（水路）

No.7（礁池）

T1

T2

T3

T4

T5

T6

T7

T8

T9

T10

T11
L4（湾奥斜面）
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3.2.3. 水質調査 

2013 年 5 月 27 日の満・干潮時 (ピークを含む約 1 時間) に，図 3.1 に示す湾内外を

縦断する T1～11 で多項目水質計 (AAQ：JFEアドバンテック社) を垂下し，濁度，塩分等

を計測した．調査前 9 日間は降雨が無かった． 

 

3.2.4. 底質調査 

SPSS (content of Suspended Particles in Sea Sediment) は海域の底質を用いて簡便に赤土等堆

積の度合いを測定する方法である (大見謝 1987 [4])．2012 年 9 月 23 日～12 月 6 日に湾

内の 90 地点において，潜水士による直径 5 cm のコアサンプリングを行い，採取物の表層

から 20 cm 程度をよく混合して SPSS の測定を行った． 

また，2013 年 8 月 26 日に湾奥斜面 (L4) の 6 水深層で同様のコアサンプリングを行

い，粒度組成を分析した． 

 

3.3. 定常的な現象による濁度上昇 

3.3.1. 潮時による濁度分布の差異 

2013 年 5 月 27 日に観測した潮時別の濁度と塩分の断面図を図 3.2 に示す．表層付近

に着目すると，満潮時は全域で濁度が 1 FTU 未満であったが，干潮時には 1 FTU を超え

ている場所が多くみられた．このとき，塩分は全層で概ね一定で，河川水の流入影響はほと

んどみられなかった．このことから，降雨とは関係のない潮汐変化による表層付近の濁りの

上昇機構の存在が示唆される．このため，濁度上昇をもたらす定常的な現象として潮位変動

に着目し，解析を進めた． 
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図 3.2 満潮時・干潮時の濁度の断面 (矢代ら 2018 [3]より改変) 
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3.3.2. 濁りと流速の周期と位相差 

湾奥斜面 (L4) における濁度と塩分，水路の潮位の変化を降水量とともに図 3.3 に示す．

調査期間中の SS は概ね 1～2 mg/L の範囲（図中の赤枠）にあり，恒常的な濁りが維持さ

れていた．この期間の降雨は最大 15 mm/d で，集中豪雨は降っておらず，降雨と濁度の明

瞭な関係性は認められない．一方，塩分濃度の低下と濁度の上昇が半日あるいは一日周期で

起きており，潮位変動との関係性が示唆される．湾奥斜面 (L4)，湾奥 (No.5) の浅所の濁度

と潮位のコスペクトルは半日周期のピークが最も大きかった (図 3.4)．このことから濁度は 

M2 分潮の影響が大きいと考え，濁度・塩分・流速と潮位についてクロススペクトル解析を

行い 12.4 時間周期のコヒーレンスと位相差を整理した (表 3.2)． 

湾奥浅所の塩分はほぼ最干潮時に最も低くなり，濁度は最干潮から約 1 時間後に最も高

くなる傾向がある．また，流速は下げ潮時が最も速かった．これらのことから，湾奥では下

げ潮の流速の増加によって再懸濁した粒子が移流により最干潮の約 1 時間後に観測地点

付近に到達していたことが示唆される． 

 

 
 

図 3.3 a:日間降水量（アメダス川平），b:塩分 (L4の D.L.-2 m)，c:潮位（水路の水深），

d:濁度の SS 換算値 (L4の D.L.-2 m)．b, c, d はいずれも 1 時間移動平均値 (矢代ら 

2018 [3]より転載) 
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図 3.4 濁度と潮位のコスペクトル (矢代ら 2018 [3]より転載) 

 

表 3.2 濁りの移流半日周期での濁度・塩分・流速と潮位のコヒーレンスと位相差．位相

差は濁度・塩分・流速に対する潮位の遅れ，ピークは最干時からの濁度・塩分・流速がピ

ークとなる時間 (矢代ら 2018 [3]より転載) 

周期(h) 地点と水深 コヒーレンス 位相差(h) ピーク(h) 

濁度 L4 D.L.-2m 0.93 5.1 1.1 

No.5 海面下 0.5m 0.96 5.4 0.8 

No.5 海面下 2m 0.65 5.3 0.9 

塩分 L4 D.L.-2m 0.81 -0.1 -0.1 

No.5 海面下 0.5m 0.83 0.4 0.4 

No.5 海面下 2m 0.91 0.2 0.2 

流速 L4 D.L.-2m 0.78 -2.4 -3.8 
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3.3.3. 濁りの移流 

SPSS の調査結果を図 3.5に示す．SPSS は 30 kg/m3 以上あると透明度が低下して生息す

るサンゴに影響が出始め，50 kg/m3 以上あると底質撹拌により赤土等が色濃く懸濁すると

されている (大見謝 2003 [5])．SPSS は深所で高く浅所で低いが，D. L. 0 m 以浅の干潟 (46 

地点) においても 30～50 kg/m3 の地点が 11 地点 (24 %), 50 kg/m3 以上の地点が 12 地点 

(26%) 存在しており，特に湾中央から湾奥にかけての西側で高かった．湾奥部西側の流域は

ウラ流域と呼ばれ，川平湾内の底泥に対する影響度が最も高いと考えられ (4 章参照), ウラ

流域から流入した赤土等が湾奥部西側の干潟に堆積しているものとみられる． 

 

 
図 3.5 湾内の SPSS 分布 (矢代ら 2018 [3]より転載) 
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湾奥 (No.5) で干潮 1 時間後に最大となる濁りの発生源を見積るため，非圧縮粘性流体

のナビエストークスの運動方程式とオイラーの連続式を基礎式とする多層レベルモデルを

用いた流動モデル (神尾ら 2014 [6]) により中潮期 (M2 分潮) の潮流を再現し，各時刻の流

動結果を基に移流する粒子の軌跡を推定した (図 3.6)．その結果，流速が最大となる干潮 3

時間前頃に湾奥西側干潟付近に存在した濁りが湾中央側に移流し，干潮後 1 時間の時点で

湾奥 (No.5) 付近に至ることが確認できた． 

上記の現象は潮位変動が大きい期間以外でも確認できる (図 3.3)．これらのことから，干

潟における赤土等の再懸濁と移流が，川平湾の湾奥付近における浅所の恒常的な濁り維持

機構として寄与していると考えられる． 

 

 

 

図 3.6 湾奥 (No.5) 周辺の浅所の SPSS (円：kg/㎥) と流動場再現計算による 

表層付近の粒子の軌跡 (数字は干潮からの時間 (h)) (矢代ら 2018 [3]より転載) 
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3.3.4. 干潟の機能 

3.3 節の検討により，SPSS が比較的高い湾奥部の干潟において再懸濁が起き，土粒子が

湾内へと移流されることで湾奥部の表層付近の恒常的な濁りを維持する機構が示唆された．

詳細は 4 章で述べるが，湾奥部の干潟には，湾奥部に集中する流入河川から流入した赤土

等の微細な土粒子が堆積しているものとみられる．従って，湾奥部の干潟は，流入した赤土

等のシンクとして機能するとともに，微細な粒子をプールし，再懸濁により徐々に湾内へと

濁りを供給するソースとしても機能していると考えられる（図 3.7）．このことが，湾奥部

のサンゴ群集に恒常的で適度な濁り環境を供給する重要な機構と考えられる． 

 

 
図 3.7 湾奥部のサンゴ生息環境に対する干潟の機能の概念 
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3.4. 短期的なイベントによる濁度上昇 

3.4.1. 湾奥部の濁度が上昇する条件 

湾奥部の濁度調査結果と他の環境条件を図 3.8 に示し，濁度の上昇について表 3.3 に整

理した．顕著な SS 上昇がみられた日から，その傾向が終了する日までを抽出すると，8/29

～9/1 (区分 A)，9/2～9/5 (区分 B)，9/17～9/23 (区分 C) の期間に濁度の上昇傾向がみられ

た．このうち，区分 A では全層で濁度が上昇していたが，区分 B では海面下 10 m 層以

深でのみ濁度が上昇し，区分 C では浅所及び深所で濁度が上昇していた． 

他の環境条件についてみると，区分 A では南風が卓越しており，区間 B 及び C では湾

外の波浪が高く，礁池と水路に潮位差が生じており，潮位変動も大きかった．川平湾では，

高波浪時 (湾外の有義波高 2 m 程度) に礁池で Wave Set-up による水位上昇が起こり，湾

内の流れに影響を与えることが報告されている (前田ら 2008 [7])．区分 B のうち 9/2～9/5 

と区分 C のうち 9/17～9/21 では有義波高 1～2 m 程度の高波浪であり，礁池における 

Wave Set-up が認められた (図 3.8)．なお，降雨については，連続観測期間中には集中豪雨

が降らず，10 分あたり数ミリ程度の降水量が複数回観測されたのみで，濁度との明瞭な関

係性は認められなかった． 
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図 3.8 a:風速ベクトル（アメダス伊原間），b:湾外 (No. 8) の有義波高と礁池 (No. 7) と

水路 (No. 1) の水位差，c:潮位（水路の水深），d:湾奥 (No. 5) の SS．b, c, d はいずれも 

1 時間移動平均値，赤線は海域 SS の水産用水基準 (2 mg/L) を意味する (矢代ら 2018 [3]

より転載) 

 

表 3.3 濁度の上昇が観測された条件．〇は濁度の上昇が確認されたことを意味する 

 (矢代ら 2018 [3]より転載) 

区分 期間 観測された環境条件 2 m以浅 5 m 10 m以深 

A 
8/29～

9/1 

南風が卓越する 

（10 m/s程度） ○ ○ ○ 

B 
9/2～

9/5 

湾外の波浪が大きい（1.5 m程度） 

潮位変動が大きい   ○ 

C 
9/17～

9/23 

湾外の波浪が大きい（1.0 m程度） 

潮位変動が大きい ○  ○ 
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3.4.2. 南風の卓越と湧昇 

湾奥 (No. 5) の水温・塩分・密度の経時変化をみると ( 

図 3.9)，南風が卓越している期間(8/29～9/1) においては，密度の躍層が浅場まで高まっ

ており，鉛直的な循環流により湧昇が起きていたと考えられる． 

また，湾奥斜面 (L4) における SS フラックス (図 3.10) をみると，区分 A では海面下

5 m 層以深で湾奥に向かうベクトルが卓越しており，南風に起因する鉛直循環流によって

濁りが湾中央側から湾奥側へと移流されることがわかる．これらのことが，区分 A におい

て，湾奥の全層にわたって濁度が高まった要因であると判断できる． 

一方，南風の卓越を日最大風速 (10 分間の平均) が 7 m/s 以上で，風向が南あるいは南

南東，南南西の場合と定義すると，1985～2014 年の 30 年間 (n=10,948) で該当する日は 

927 日 (8.5%) であり，8/30 のような風速 10 m/s を超えた日に限ると 114 日 (1.0 %) し

かない (表 3.4)．サンゴの白化が起きやすい 7～9 月に限定しても，南風が卓越する日は １ 

割程度である．これらのことから，南風の卓越による鉛直混合の恒常的な濁りへの寄与は，

頻度からみて限定的であると考えられる． 

 

 

 

図 3.9 湾奥の水温・塩分・密度の経時変化 (矢代ら 2018 [3]より転載) 
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図 3.10 湾奥斜面 (L4) における連続観測期間中の SS フラックス 

 (矢代ら 2018 [3]より転載) 

 

表 3.4 南風が卓越する日数と割合 (矢代ら 2018 [3]より転載) 

期間 
全データ 

最大風速 

7m/s以上 

最大風速 

10m/s以上 

日数 (%) 日数 (%) 日数 (%) 

年間 

n=10,948 
2,704 24.7 927 8.5 114 1.0 

7～9月 

n=2,756 
997 36.2 342 12.4 79 2.9 
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3.4.3. 高波浪と大潮 

ADCP で観測した湾中央 (No. 4) における流れの鉛直構造の経時変化を図 3.11に示す． 

区分 B と C では，湾内の流速は表層付近で顕著に増加し，10 m 以深でも若干の増加傾向

が認められる (図 3.11)．この流速の高まりが湾奥部に波及し，再懸濁により濁度が上昇し

た可能性が考えられる． 

湾奥についてみると，高波浪が顕著で，かつ大潮でもある期間 (9/3～5，9/18～21，以降，

大潮期と記す) とそれ以外の期間 (区分 B と C の間) の流速の瞬間値 (10 分毎に 1 Hz，

30 回計測した生データ) の頻度の比較では，いずれの水深でも大潮期の方が流速が速かっ

た (図 3.12)．しかし，大潮期の濁度上昇傾向は，D. L. -10 m では顕著であるものの，D. L. 

-5 m 以浅では影響が小さかった (図 3.8)．これらのことから，高波浪による Wave Set-up と

大潮により流速が増加し，深所の濁度上昇を引き起こすものの，サンゴの生息水深 (2～6 m) 

への影響は小さいと考えられる． 

 
図 3.11 湾中央 (No. 4) における 24時間移動平均流速 (矢代ら 2018 [3]より転載) 

 

 
図 3.12 湾奥斜面 (L4) の流速階級の頻度 (矢代ら 2018 [3]より転載) 
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なお，D. L. -10 m の流速と濁度 (10 分毎 1 Hz，10～30 回計測した平均値) には直接的

な相関関係が見出せなかった (図 3.13)．一方，流速の統計的な分散値をみると大潮期で高

く，高波浪による流れ，あるいは大潮の比較的速い潮流の散発的な乱れが濁度の上昇に寄与

した可能性がある (図 3.14)． 

 

 
図 3.13 D. L. -10 m の流速と濁度 (L4，大潮期のみ) 

 

 

図 3.14 D. L. -10 m の流速の統計的な分散 (L4，大潮期のみ) 
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3.5. 再懸濁が起きる流速と底質の関係 

湾奥斜面 (L4) の底質中のシルト・粘土分は深いほど多く，D. L. -2 m で 6.6 %，D. L. -6 

m で 28.9 %，D. L. -10 m で 87.2 % の含有率であった (図 3.15)．この底質の違いが流速の

増加による再懸濁の影響の多寡を決める要因であると考え，シルト・粘土分の再懸濁につい

て検討した． 

 

 

図 3.15 湾奥斜面 (L4) の底質粒径 (矢代ら 2018 [3]より転載) 
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3.5.1. 移動限界摩擦速度による検討 

砂面での砂粒の移動が連続的に見られる限界の掃流力を限界掃流力とよぶ．岩垣は砂粒 

1 個に作用する力のつり合いから，限界掃流力を理論的に導くとともに，実験結果をも参考

にして，限界掃流力についての公式を提案した (土木学会 1999 [8])．式 1 において，R＊
=√(σ/ρ-1)gd3/ν であり，特に砂粒の水中比重 σ/ρ=2.65，動粘性係数 ν=0.01cm2/s (20.3 ºC)，

g=980cm/s2 の場合は式 2 のようになり，頻用される． 

 

671.0 ≦ R＊      ;  τ＊c = 0.05 

162.7 ≦ R＊ ≦ 671.0 ;      = 0.00849R＊3/11  

 54.2 ≦ R＊ ≦ 162.7 ;      = 0.034  

 2.14 ≦ R＊ ≦  54.2 ;      = 0.195R＊-7/16  

R＊ ≦  2.14 ;      = 0.14  

 

 0.3030 ≦ d           ;  u＊c2 = 80.9d 

 0.1180 ≦ d ≦ 0.3030 ;       = 134.6d31/22 

0.0565 ≦ d ≦ 0.1180 ;       = 55.0d 

0.0065 ≦ d ≦ 0.0565 ;       = 8.41d11/32 

 d ≦ 0.0065 ;       = 226d 

 

ここで，式中の記号は次のとおりである． 

τ＊c：限界掃流力 (=ρu＊c2) 

u＊c：移動限界摩擦速度 (cm/s) 

ρ：水の密度 

 

岩垣の式により粒径 0.005 mm（粘土の最大径）の粒子の移動限界摩擦速度を求めると，

0.005 mm ＝ 0.0005 cm なので u*c2 = 226d に従い，u*c = 0.34 cm/s となった．流速計を設置

した海底面からの高さは 20 cm なので，潮流と摩擦速度の推定式 (式 3；土木学会 1973 [9]) 

から，u*c を海底上 20 cm の流速に換算すると，流速 4.1 cm/s で移動する計算となった． 

 

𝑢/𝑢∗ = ℎ1/6/( 𝑛 √𝑔 ) ・・・・・式 3 

ここで，式中の記号は次のとおりである． 

u：潮流の平均流速 (m/s) 

u＊：海底の摩擦速度 (m/s) 

h：海底面からの高さ (m) 

g：重力加速度 (9.8 m/s2) 

n：マニングの粗度係数 (粘性土の場合＝0.02 s/m1/3) 

・・・・・式 2 

・・・・・式 1 
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D. L. -10 m では，4.1 cm/s 程度の流速が大潮期にのみ観測されており，底質中に多く含

まれるシルト・粘土分が再懸濁し，濁度上昇に寄与したと考えられる．一方，D. L. -5 m 以

浅では，この程度の流速は定常的であり，底質中のシルト・粘土分が少なくなっているため

に，大潮期に顕著な濁度上昇がみられないものと考えられる． 

 

3.5.2. 汚濁限界流速による検討 

次に，いったん巻き上がった粒子が沈降せず浮遊し続ける流速として，港湾分野で検討実

績のある汚濁限界流速 (国土交通省港湾局 2004 [10]) による検討を行った．粒径が小さい粒

子の汚濁限界流速は Ingersol 式 (式 4) で与えられる． 

 

Ingersol 式 Ve ＝ 1/1.2･V√(8/f) ・・・・・式 4 

 

ここで，Vは Stokes 式 (式 5) より次のとおりである． 

 

Stokes 式  V ＝ 1/18･g(ρs-ρ)/μ･d2  ・・・・・式 5 

 

ここで，式中の記号は次のとおりである． 

Ve：汚濁限界流速 (cm/s) 

V：沈降速度 (cm/s) 

f：摩擦抵抗係数 (= 0.025) 

g：重力加速度 (980 cm/s) 

ρs：土粒子の比重 (= 2.65) 

ρ：水の単位体積重量 (= 1.024) 

μ：粘性係数 (15 ºC = 0.01145 Poise) 

d：土粒子直径 (cm) 

 

図 3.12より，D. L. -10 m では 2 cm/s 以上の流速は大潮期以外ではほぼ観測されていな

いことがわかる．Ingersol 式より，2 cm/s の流速では粒径 0.04 mm 以下の粒子が沈降しな

い．川平湾奥部斜面 (L4) のD. L. -10 m の海底表面には 0.04 mm 以下の粒径の底質が 73 % 

含まれているが，これらの粒子が再懸濁したり，当該地点に移流されてきた場合，大潮期で

あれば浮遊し続けて沈降しないことがわかる．このことから，大潮期には流速が高まるため

に，沈降しない粒子の割合が高まることが一因で濁りが増加すると考えられる． 

なお，大潮期以外でも観測された 1 cm/s の流速では粒径 0.03 mm 以下の粒子が沈降し

ない．粒径 0.03～0.04 mm の粒子は湾奥斜面 (L4) の D. L. -10 m における底質の 21 % を

占めており，大潮期と大潮期以外の浮遊粒子の違いはこの差分とも考えられる．  
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3.6. まとめ 

川平湾では集中豪雨による陸土の流入が無い場合でも，干潮時に湾奥の表層の濁度が上

昇する傾向がみられた．潮位変動に着目し，クロススペクトル解析により 12.4 時間周期の

コヒーレンスと位相差を整理すると，下げ潮時に流速が高まり，最干潮からやや遅れて濁り

がピークとなる周期性が確認できた．流動モデルにより移流する粒子の軌跡を推定したと

ころ，湾奥西側干潟付近で流速の高まりにより再懸濁が起きていると考えられた．これらの

ことから，湾奥部の干潟は流入した赤土等のシンクとして機能するとともに，微細な粒子を

プールし，再懸濁により徐々に湾内へと濁りを供給するソースとしても機能していると考

えられた．なお，濁りの周期性は中潮や小潮といった潮汐でも確認できることから，この潮

位変動により生じる湾奥部干潟における再懸濁と移流は，浅所に恒常的な濁度維持をもた

らす主な機構と判断できた． 

短期的なイベントの濁りへの影響を検討するため，１か月以上の期間にわたる現地観測

データから湾奥の濁度が上昇するパターンを抽出したところ，南風が卓越するパターン，湾

外の波浪が大きいパターン，潮位変動が大きい（大潮である）パターンの 3 つに分類でき

た．このうち，南風の卓越は鉛直循環流により湾内の全層に影響を与えていたが，その頻度

は低かった．高波浪と大潮が合わさったパターンでは，全層にわたって流速が高まるものの，

巻き上げによる再懸濁は粒度組成の細かい深所で限定的に起きると考えられた． 

以上のことから，閉鎖性内湾では底質の巻き上げが適度な濁り維持の鍵となっており，赤

土等の微細な粒子を含む底質が維持されることで，主に潮位変動により濁りが維持される

と考えられた． 
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4． 底質の発生源と浮遊物の沈降・堆積過程 
4.1. 目的 

3章までの研究により，川平湾奥部のサンゴが 2007 年の大規模白化時に生残した理由と

考えられる「濁り」は，干潟部における堆積赤土等が潮汐変化によって再懸濁することで維

持されることが示唆された．また，川平湾の底質は深いところほどシルト・粘土分が多く，

これらの一部が大潮の潮流や高波浪による流速の増加により再懸濁していると考えられた． 

沖縄の閉鎖性内湾においては，台風や波浪の影響が小さいために自然の浄化作用が小さ

く，流入した赤土等がそのまま堆積していることが指摘されている (大見謝ら 2002 [1])．し

かし，閉鎖性内湾といえども，再懸濁により微細な粒子が失われる機構が存在しており，赤

土等の陸由来物質の流入・堆積と流失とのバランスによっては再懸濁が起きにくく，濁りに

よるサンゴの光ストレス低減効果が限定的となる可能性がある． 

赤土等は集中豪雨により主に農地から流入する．川平湾には西側，湾奥側を中心に複数の

流入河川があるが，流域の土地利用状況によって土壌流出の多寡が異なると考えらえる． 

また，閉鎖性内湾の海底堆積物は，①赤土等の陸由来物質が流入して沈降・堆積する経路

のほか，②海域で増殖したプランクトンがデトリタスとして沈降・堆積する経路や，③生物

の死骸や礫が水流等により移動して海底深所で安定する経路により形成されると考えられ

る．これらの経路の海底堆積物形成に対する寄与度を定量的に調べた報告はほとんどなく，

知見が不足している． 

以上のことから，本章では，石垣島川平湾を対象に，海底堆積物のうち陸由来物質の流出

源，赤土等の流入後の挙動と堆積状況および上記 3 経路の寄与度について検討を行った． 

 

4.2. 材料と方法 

4.2.1. 調査位置 

本研究では，以下に示す陸土と海底堆積物の採取・分析，海水と沈降物の採取・分析，サ

ンゴ礫の移動調査，流域の土地利用調査を実施した．調査位置を図 4.1に示す．本章では，

湾内を湾口部，湾中央部，湾奥部と 3 つに区分し，水道部，礁池とあわせて 5 区分で整理

した． 
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図 4.1 調査海域 
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4.2.2. 流域の土地利用調査 

川平湾流域における土地の利用状況について 2004 年に沖縄県が調査してまとめた赤土

等流出危険度マップ (沖縄県 2008 [2]) を参考として，全域を踏査し，排水系統と流入河川の

確認，土地利用状況（赤土対策を含む）について現地調査を行った．この結果から，比嘉・

満本 (2001) [3]を参考に，USLE モデルを用いて流域毎の土壌流出量を予測した． 

 

4.2.3. 陸土と海底堆積物 

海底堆積物の性状と由来を調べるため，陸土（赤土等）と海底堆積物を採取した． 

陸土は集水域の土壌流出量が大きかった 4 流域 (ウラ流域 715.5 t/y，中筋流域 474.4 t/y，

川平流域 367.8 t/y，下田原川流域 192.0 t/y) の代表的な地点 (図 4.1：St. A～D) において，

降雨時に流出し易いと考えられる裸地の土壌を 2013 年 12 月 10 日および 2014 年 5 

月 25 日，26 日に採取した． 

海底堆積物は，水道部から湾奥部にかけての 7 地点 (図 4.1：St. 4～11) において，表層

土をスミス・マッキンタイヤ型採泥器で 2013 年 9 月 24 日に採取した．また，湾口部，

湾中央部，湾奥部の各 1 地点で，ダイバーの手作業 (φ=7 cm) でコア試料を 2013 年 11 月 

8～10 日に採取した (図 4.1：St. a～c)．採取したコア試料は表層から 5 cm 間隔で分割し

て試料とした． 

採取した陸土および海底堆積物試料は，エネルギー分散型蛍光 X 線分析装置 (日本電子

製 JSX-3100R2) により主要な無機元素について定量した． 

 

4.2.4. 海水と沈降物 

流入した陸土や海域で発生したデトリタスの挙動を調べるため，浮遊物質（海水）と沈降

物を採取した． 

海水は，礁池と湾口部から湾奥部にかけての 4 地点 (図 4.1：St. 1, 5, 9, 11) において，

2013年 5 月 27 日，8 月 9 日のそれぞれ満潮・干潮の前後 2 時間の間に採水した．なお，

調査前の 6 日間以上，降雨は無かった．採水層は，海面下 0.5 m と，濁度が最も高い層 

(海底面上 0.5～3 m) とし，採水には吸引式ポンプを用いた． 

沈降物は湾口部から湾奥部にかけての 4 地点 (図 4.1：L2, L4, L5, L6) において，斜面の

水深 2, 5, 10 m にセジメントトラップ (図 4.2：直径 15 cm，長さ 30 cm，塩ビ製) を 2013 

年 8 月 30 日～9 月 20 日の期間設置して採取した． 

海水と沈降物の試料は，採取後すぐに口径 1.0 µm のメンブレンフィルターで濾過して浮

遊物質および堆積物を回収した．試料は研究室で乾燥させ，乾燥重量と 600 ºC および 950 

ºC の強熱減量を測定した．亜熱帯域の海底堆積物は，流入した陸由来物質 (土壌を形成す

る無機鉱物で主に SiO2 や Al2O3 からなる) のほかに海由来物質 (海域で増殖した有孔虫

や円石藻の死骸，サンゴや貝類の細かな破片等で主に CaCO3 からなる) を多く含有してい

る．この性質を利用して，600 ºC および 900 ºC の強熱減量測定による簡易的な由来の推定



4-4 

法（以下，強熱減量法）が提案されている (氏家 1986 [4])．また，CaCO3 が 80 % 以上含ま

れる海底土を 630 ºC で燃焼させると，有機物は 90 % 以上が燃焼し，CaCO3 の燃焼は炭素

量にして 1～2 wt% 程度であるとの知見もある (Yamamuro and Kayanne 1995 [5])．これらの

知見に基づき，600 ºC による減量を有機物とし，950 ºC による減量と 600 ºC による減量

との差分を CaCO3 の燃焼による CO2 の減少分とみなし，2.274 倍することで CaCO3 の含

有量とし，これを海由来物質として由来の検討に用いた．また，乾燥重量から有機物および

海由来物質の量を差し引き，陸由来物質の含有量とした． 

なお上記の陸土および海底堆積物についても強熱減量法による分析を行った． 

 

 

 

図 4.2 セジメントトラップ (矢代ら 2017 [6]より転載) 
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4.2.5. サンゴ礫の移動 

サンゴ礫等が斜面を転がり落ちるなどして移動する現象を捉えるため，サンゴ礫の移動

調査を行った． 

調査は湾口部，湾中央部，湾奥部の各 1 地点 (図 4.1：L4, L5, L6) において，斜面の水

深 2, 5, 10 m で実施した．各地点に，長さ 1 m，直径 1 cm の鉄筋棒を 2 本ずつ，上部 20 

cm を残して打ち込んだ．露出した鉄筋棒上部に，10 cm 格子入りの 50 cm × 50 cm の観察

用コドラートをひっかけて海底面上 2～3 cm で固定し，2013 年 5 月 24・25 日（設置時），

5 月 31 日，7 月 10 日，8 月 30 日に写真撮影を行った (図 4.3)．撮影した写真を 10 cm 

× 10 cm の格子毎に比較し，識別可能な形状の礫 3 つのうち 2 つ以上が 2 cm 以上動いて

いた場合に礫の移動があったとして記録した． 

 

 

 

図 4.3 サンゴ礫の移動調査の様子 (矢代ら 2017 [6]より転載) 
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4.3. 陸土の流出源と海底堆積物の水平分布 

4.3.1. 流域の土地利用 

各流域の農地面積と予測された土壌流出量を表 4.1に，川平湾周辺の土地利用状況を平

成 13 年度沖縄県土地利用現況図 (沖縄県企画部土地対策課 2002 [7]) を改変して図 4.4に

示す． 

川平湾の集水域は大きく 5 流域に区分できる (沖縄県 2008 [2])．川平流域は約 144 ha，

ウラ流域は約 205 ha，下田原川流域は約 136 ha，中筋流域は約 227 ha，小島流域は約 37 ha 

であるが，いずれの流域もそのほとんどの範囲を樹林，竹林等の植生が占めていた．農林水

産省構造改善局計画部 (1992) [8] によると，樹林や竹林等の森林は USLE モデルにおける

土壌流出係数 (裸地を 1.0 とした場合の相対的な流出のしやすさ) が 0.005 と農地等と比

較して著しく低く，赤土等の流出がほとんど無い．一方，赤土等の流出源である各種田畑は，

湾を周遊する道路に沿って存在していた．特に赤土等の流出が多いパイナップル畑やサト

ウキビ畑は，川平流域南部の丘陵地やウラ流域で多かった． 

流域の土地利用調査によって流入河川を14本確認した (図 4.1，表 4.1)．各流域は排水経

路に沿って河川毎に小流域に区分できる (沖縄県 2008 [2])．このうち，河川番号 5～14 の 

10 本は湾奥部に流入しており，流入河川の湾奥部への集中が伺えた．また，河川番号 4～

11 の 8 本はウラ流域が占めていた．小流域毎に計算した土壌流出量から，陸域から流出す

る赤土等の 78.5 % にあたる 1,380.4 t/y が湾奥に流入しており，特にウラ流域の影響が強

いことが明らかとなった． 

なお，湾内への流入が確認できない小流域では，雨水は地下浸透しているか，道路などに

沿って流入していると考えられる． 

また，流域の土壌はほとんどが国頭マージであり，川平湾を囲むように川平流域南部から

中筋流域にかけて分布していた．島尻マージは川平湾口部の川平流域北部と小島流域だけ

であった．また，沖積土壌がウラ流域でみられた． 

調査範囲における赤土対策は，サトウキビ畑で横畝対策が行われていたが，マルチング対

策は実施されておらず，沈砂池はウラ流域で 1 箇所が確認されたのみであった． 
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表 4.1 各流域の農地面積と土壌流出量 

流域名 小流域 河川番号 筆数 農地面積 
(ha) 

土壌流出量 
(t/y) 

川平流域 
(144 ha) 

川平 1 － 57 8.4 18.2 
川平 2 1 57 3.3 16.8 
川平 3 2 28 4.9 169.4 
川平 4 3 7 1.7 163.4 

合計 149 18.3  367.8  
ウラ流域 
(205 ha) 

ウラ 1 4 4 2.8 1.4 
ウラ 2 5 3 1.5 35.2 
ウラ 3 6 14 4.9 249.2 
ウラ 4 7,8 9 2.1 66.8 
ウラ 5 9 15 3.0 194.5 
ウラ 6 10,11 39 12.8 168.5 

合計 84 27.1  715.5  
下田原川流域 
(136 ha) 

下田原 1 12 35 6.6 184.9 
下田原 2 13 2 1.1 7.1 

合計 37 7.7  192.0  
中筋流域 
(227 ha) 

中筋 1 14 35 6.1 128.9 
中筋 2 － 26 11.7 345.6 

合計 61 17.8  474.4  
小島流域 (37 ha) 小島 1 － 5 5.9 7.7 
全流域合計 336 76.8 1757.4 
※流域名欄の（ ）は農地以外を含めた流域面積 

 

 
図 4.4 川平湾周辺の土地利用状況（平成 13年度沖縄県土地利用現況図 [7]より改変）  
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4.3.2. 陸土と海底堆積物の元素組成の特徴 

採取した陸土と海底堆積物の元素測定結果を表 4.2に示す．陸土は，SiO2 と Al2O3 が 9

割程度を占め，CaO はほとんど含有していなかった．したがって海底堆積物に多く存在す

る CaO は，ほとんどが海由来物質であると判断できる．また，赤土に多く含有される 

Fe2O3 は，4 地点の陸土で 0.98～7.27 % と変動が大きく，場所による特徴として捉えやす

い．以上のことから，土壌を形成する無機鉱物である SiO2, Al2O3, Fe2O3 の合計を陸由来物

質，CaO を海由来物質とし，含有量が少ない元素は除外して以降の検討を進めた．この分

析方法に基づく陸由来物質，海由来物質の評価を本研究では元素組成法と呼ぶ． 

 

 

  

 

表 4.2 陸土と海底堆積物の主要元素割合 (%) (矢代ら 2017 [6]より転載) 
 

調査区分 調査 
地点 

深さ 
(cm) 

陸由来物質 海由来

物質 含有量が少ない元素 

SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO TiO2 MgO SrO Na2O K2O P2O5 SO2 Cl 
陸土 A 

B 
C 
D 

表層 
表層 
表層 
表層 

73.38  
64.44  
80.48  
81.11 

18.23  
21.50  
8.98  
8.38 

3.04  
7.27  
0.98  
1.16 

ND 
0.08  
2.43  
2.42 

0.34  
0.61  
0.10  
0.14 

0.46  
1.29  
0.95  
0.70 

ND 
0.003  
0.01  
0.01 

0.04  
0.86  
0.45  
0.88 

4.09  
2.42  
3.85  
3.36 

0.42  
1.26  
1.53  
1.46 

ND 
0.08  
0.05  
ND 

ND 
0.18  
0.20  
0.38 

海底堆積物 
表層試料 

4 
5 
6 
7 
9 

10 
11 

表層 
表層 
表層 
表層 
表層 
表層 
表層 

12.58  
17.65  
18.67  
19.05  
26.51  
32.12  
36.65 

1.50  
2.23  
7.50  
7.75  
11.65  
12.77  
13.81 

0.40  
0.48  
1.79  
1.87  
2.89  
3.09  
2.94 

75.12  
69.26  
60.62  
59.44  
44.99  
38.73  
32.09 

ND 
ND 
0.11  
0.08  
0.25  
0.34  
0.37 

3.95  
2.87  
3.33  
3.29  
3.42  
2.71  
2.82 

0.91  
0.95  
0.80  
0.77  
0.56  
0.51  
0.42 

2.14  
2.50  
2.60  
2.38  
2.87  
2.48  
2.77 

1.12  
1.35  
1.27  
1.43  
1.92  
2.62  
3.01 

ND 
ND 
ND 
0.38  
0.59  
0.79  
1.03 

0.74  
0.83  
1.22  
1.28  
1.40  
1.44  
1.57 

1.54  
1.90  
2.10  
2.28  
2.94  
2.40  
2.52 

海底堆積物 
コア試料 

a 
b 
c 

0-5 
0-5 
0-5 

21.29  
25.35  
39.87  

7.45  
10.87 
13.66 

1.69  
2.71  
2.96  

57.26  
46.22  
28.65 

0.17  
0.24  
0.39  

3.03  
3.42  
2.42 

0.76  
0.56  
0.36  

2.36  
3.38 
2.68  

1.84  
1.95  
3.48 

0.39  
0.43  
0.86  

1.08  
1.45  
1.54  

2.67  
3.41  
3.15  
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4.3.3. 陸由来物質の流入源 

陸由来物質のうち，最も含有量の多い SiO2 と地点による変動の大きい Al2O3 および

Fe2O3 との組成比 (Al2O3 / SiO2 および Fe2O3 / SiO2：以下，鉱物組成比と記す) を用いて海

底堆積物中の陸由来物質の流入源を推定した (図 4.5)．海底堆積物表層試料の鉱物組成比

はいずれも陸土の St. B の組成に近く，次いで St. A に近かった．このことから，近年の

海底堆積物中の陸由来物質は，St. B（ウラ流域），次いで St. A（川平流域）の影響が大き

いと考えられる． 

 

 

 

図 4.5 SiO2 と Al2O3 および Fe2O3 比  (矢代ら 2017 [6]より改変) 
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4.3.4. 陸由来物質の水平分布 

海底堆積物（表層試料）の陸由来物質は，いずれも水道部の St. 4 から湾奥部の St. 11 に

向かって含有率が増加しており (表 4.1)，この傾向は強熱減量法でも明瞭に確認できた (図 

4.6)．これらのことから，湾奥ほど海底堆積物に対する陸土の影響が強いと判断できる． 

 

 

図 4.6 強熱減量法より推算した海底堆積物（表層）の組成 (矢代ら 2017 [6]より転載) 
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4.4. 強熱減量法・元素組成法の妥当性 

海底堆積物（表層およびコア試料）中の海由来物質，陸由来物質の含有率は，強熱減量法

（有機物を除いて含有率を算出）と元素組成法の分析結果に直線的な比例関係が認められ

た (図 4.7上段)．原理の異なる分析法で傾向が一致したことから，両分析法による推定結果

は精度があり，定量的な検討が可能と考えられる．以下に留意点を示す． 

陸由来物質については，陸由来物質の含量が多い地点ほど元素組成法による含有率が相

対的に低くなり，手法の違いによる差が大きくなる傾向がある (図 4.7上段)．これは，元素

組成法は微量元素を検討から除外しているため，全ての元素を定量化している強熱減量法

と傾向が異なるものと考えられる．なお，除外した微量元素 (最大 15 %) を陸由来物質に

含めると，海由来物質の鏡面のような傾向となる (図 4.7下段)． 

海由来物質については，海由来物質の含有率が 60 % 以上の海底堆積物は手法による違

いは小さいが，海由来物質が少なくなるにつれて，強熱減量法の海由来物質が相対的に低く

なっている (図 4.7上段)．強熱減量法は 600 ºC と 900 ºC で燃焼したものの差分を全て 

CaCO3 とみなしているため，CaCO3 が少ない海底堆積物では検出力が落ちるようである．  

 

 

 

図 4.7 強熱減量法と元素組成法による海由来・陸由来物質含有率の比較 
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4.5. 浮遊物質の分布と沈降 

浮遊物質および沈降物の有機物，海由来物質，陸由来物質の含有率と沈降フラックスを図 

4.8，表 4.3に示す． 

 

4.5.1. 浮遊物質の分布 

浮遊物質の採取量は，調査日により多寡があるものの下層の方が多い傾向であった．湾中

央部から湾奥部の下層における採取量  (平均  4 mg/L) と沈降フラックス  (平均  3.11  

mg/cm2/d) より沈降速度を求めると約 780 cm/d であり，湾内流速よりも顕著に遅く，浮遊

物質の多くは潮汐等の海水の動きと連動して移動すると考えられる． 

満潮時，表層では，湾内全域で海由来物質が最も多かったが，下層では，湾中央部から湾

奥部にかけて陸由来物質が支配的であった．川平湾では海底堆積物の巻き上げの可能性と

底層からの濁りの拡散が指摘されており (神尾ら 2014 [9])，湾奥の海底堆積物は陸由来物質

が主体であることから (図 4.6)，海底堆積物が再懸濁した影響と考えられる． 

干潮時，下層では湾内全域で陸由来物質が多い傾向が認められた．湾口部および湾中央部

においては，浮遊物質中の陸由来物質の含有率が同地点の海底堆積物中における含有率よ

りも高い場合がみられ，湾奥部で再懸濁した海底堆積物が浮遊物質として拡散したものと

みられる． 

 

4.5.2. 沈降物 

沈降フラックスは水深 10 m で高かったほか，L2 では 2 m でもやや高かった．1 周期

平均流速ベクトルの算定結果 (神尾ら 2014 [9]) から，L2 は湾内に流入した外海水が当たる

浅場に相当し，この影響を受けて沈降フラックスが高まったことが示唆される．なお，L2 

の 2 m の沈降物は海由来物質が過半を占めており，外海水の影響が強いことが伺える． 

沈降物は L2 の 2 m を除く全てで陸由来物質が過半を占めており，湾奥部 (L4) ほど陸

由来物質の割合が高かった．湾中央部から湾奥部の陸由来物質の割合は同じ区分の浮遊物

質の下層と概ね同程度であり (図 4.8の St. 9, 11 の平均 54 %)，湾内の多くの場所で潮汐に

より移動する浮遊物質が徐々に沈降したものと考えられる． 
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図 4.8 強熱減量法により推算した浮遊物質の組成の比較 (矢代ら 2017 [6]より転載) 

 

表 4.3 沈降物の含有率と沈降フラックス (矢代ら 2017 [6]より転載) 

調査地点 水深 
(m) 

有機物 
(%) 

海由来物質  
(%) 

陸由来物質 
 (%) 

沈降フラックス 
(mg/cm2/d) 

L6 
(湾口部) 

 
 

L2 
(湾中央部) 

 
 

L5 
(湾中央部) 

 
 

L4 
(湾奥部) 

2 
5 
10 
 
2 
5 
10 
 
2 
5 
10 
 
2 
5 
10 

16.5 
16.0 
15.1 

 
10.0 
13.9 
14.1 

 
15.5 
15.7 
15.2 

 
16.7 
16.7 
16.4 

27.5 
31.2 
32.3 

 
55.3 
31.2 
35.2 

 
26.4 
31.4 
26.2 

 
20.9 
17.3 
21.6 

56.0 
52.8 
52.6 

 
34.7 
54.9 
50.7 

 
58.1 
52.9 
58.6 

 
62.4 
66.0 
62.0 

1.36 
1.57 
2.14 

 
2.85 
2.11 
3.17 

 
1.35 
1.31 
2.70 

 
1.31 
1.16 
3.46 

 

  

1 <1 1 <1 2 <1 2 <1 2 1 2 <1 2 <1 2 <1 SS mg/L

2 <1 1 1 3 4 2 5 2 1 3 1 5 4 3 5 SS mg/L

調査日/調査点

25 24 32 33 

3 2 
19 

0 

52 43 
41 34 

77 86 55 90 

23 33 27 33 
20 12 

26 
10 

0
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1 5 9 11
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11 
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46 
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71 
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31 
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16 
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1 5 9 11
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4.6. 浮遊物質，沈降物，海底堆積物中の海由来物質，陸由来物質の割合 

浮遊物質，沈降物，海底堆積物における有機物，海由来物質，陸由来物質の含有率を 

図 4.9に示す．湾奥部では，海由来物質，陸由来物質ともに，浮遊物質，沈降物，海底堆

積物の状態の違いによる変化がほとんどなく，浮遊物の沈降と海底堆積物の再懸濁の繰り

返しにより次第に堆積が進行するものと考えられる． 

一方，湾口部の海底堆積物は，浮遊物質，沈降物よりも海由来物質の割合が高く，浮遊物

質の沈降以外の経路による海由来物質の移送が示唆される．海底堆積物中の海由来物質の

含有率は湾奥から湾口に向けて連続的に増加しており (図 4.6)，この経路の海底堆積物形成

への寄与も湾口に近いほど大きいと考えられる． 

 

 

 

図 4.9 浮遊物質，沈降物，海底堆積物の組成 (矢代ら 2017 [6]より転載) 

 

  



4-15 

4.7. 礫の移動 

礫の移動割合（移動が確認された格子の割合）を図 4.10に示す．礫は水深 2 m で移動割

合が高かった．水深 2 m では干潮時に風波に起因すると推測される最大 10 cm/s 程度の流

速の高まりが観測されており (図3.12)，流れによる撹乱の頻度が高いと推測される．また，

水深 5, 10 m でも礫の移動が確認された．3 章で示したように，南風卓越時には湾内水が表

層から流出し，湾内の中層以深に湾外から海水が流入して鉛直循環流が発生するが，その際

に水深 10 m で最大 10 cm/s 程度の流速の高まりが観測されることから，特別な気象条件

下においては深い層でも水流による礫の移動が発生するものと考えられる．なお，深い場所

には底生生物の生息穴と考えられる直径約 2 cm の穴が 10～20 個/m2 の密度で存在して

おり (図 4.11), 生物活動による刺激が礫移動の原動力として寄与した可能性がある． 

礫の移動を地点別にみると，湾口部 (L6) で最も礫が移動していた．上述したように，湾

口部では浮遊物質の沈降以外の経路による海由来物質の移送が示唆され，サンゴ礫の移動

がこの経路に相当している可能性が高い． 

2 章より，川平湾では 2007 年の夏季に，湾内で高水温が継続したために枝状ミドリイシ

が大規模に白化・死滅して礫化したと考えられる．また地域住民は，2007 年から濁りが高

まっているとの意見を持っており，これらの時期が一致していることから関連が指摘され

ている．本研究の結果から，2007 年に生じたサンゴ礫が，水流等により転がり落ちるなど

して移動する際に底質を巻き上げ，濁りを高めた可能性が示唆される． 
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図 4.10 礫の移動調査結果．NDは浮泥が礫を覆い観察できなかったことを意味する 

 (矢代ら 2017 [6]より転載) 
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4.8. まとめ 

川平湾の流域は農地が多く，赤土等が流出しやすいパイナップル畑やサトウキビ畑は川

平流域南部の丘陵地やウラ流域で多かった．USLE モデルにより算出した土壌流出量の予

測はウラ流域の値が最も高く，海底堆積物に含まれる陸由来物質の主要な元素組成の比率

もウラ流域，川平流域の組成と近かったことから，パイナップル畑やサトウキビ畑が多く，

赤土流出対策をしていない土地利用状況により土壌流出量が多くなり，海底堆積物の形成

に強く影響していると考えられた．また，流入河川は湾奥に集中し，陸域から流出する赤土

等の 78.5 % にあたる 1,380.4 t/y が湾奥に流入していて，海底堆積物中の陸由来物質の含

有率が湾奥ほど高くなっていた． 

赤土等の陸由来物質とプランクトンの死骸等のデトリタス（海由来物質）の浮遊と沈降，

海底堆積物中の含有量を調査した結果から，湾内の海底堆積物は，湾奥部では主に赤土等の

沈降により形成されると考えられた．サンゴ礫は湾口部に近いほどよく移動し，海底堆積物

形成に寄与していて，その結果，湾口部では海由来のデトリタスの沈降とサンゴ礫の移入に

よりそれぞれ 3 割，2 割程度が形成されると考えられた．  

一方，湾口部に近い場所でも干潮時には浮遊物中の陸由来物質の割合が高まり，同地点の

海底堆積物中における含有率よりも高くなる場合がみられた．セジメントトラップの調査

結果から沈降速度を求めると約 780 cm/d と湾内の流速よりも顕著に遅く，湾奥で再懸濁し

た土粒子が移流している様子が伺えた． 

以上のことから，閉鎖性内湾の底質形成は流域の土地利用状況の影響を強く受けていて，

畑が多い河川の流入する場所において赤土等が堆積しやすいことが確認された．また，堆積

した赤土等は再懸濁と移流によって湾内全域に拡散し，移流先の底質形成に寄与している

と考えられた． 
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5． 長期的にみた場合の土地利用の変化と集中豪雨の影響 
5.1. 目的 

4 章までの研究により，川平湾奥部のサンゴが 2007 年の大規模白化時に生残した理由

と考えられる「濁り」は，主に干潟部における堆積赤土等が潮汐変化によって再懸濁し，移

流されることで維持されることがわかった．また，深所でも大潮の潮流や高波浪による流速

の増加により再懸濁が起きるが，これらの移流が湾中央部や湾口付近における赤土等の陸

由来物質の供給源となっていると考えられた．そのようにして形成される海底堆積物は，流

域の土地利用の違いに強く影響を受けている． 

これらの海底堆積物の形成機構は，周辺の土地利用の変化や大規模な開発行為，集中豪雨

の量等によって変化すると考えられる．したがって，観光利用の増加，農業政策の変化とい

った社会的な環境の違いや，地球温暖化による大型台風の増加といった長期的にみた場合

の条件の違いにより，湾内の海底堆積物の様相が変化し，サンゴの生息環境が変化した可能

性がある．今後の内湾域におけるサンゴ礁保全を検討する上で，長期的にみた場合の土地利

用の変化と集中豪雨の影響度合いの把握が望まれる． 

本章では，長期的にみた場合の土地利用の変化と集中豪雨の影響度合いの把握を目的に，

海底堆積物の堆積量と堆積速度を見積もり，堆積物の組成の変化と人為的な影響，集中豪雨

との比較検討を行った．また，検討結果を用いて，高水温によるサンゴの大規模白化が発生

した際，土地利用と集中豪雨の変化がサンゴの保全機能に与えた影響について検討すると

ともに，内湾性サンゴ群集を維持する観点から，流域における適正な土地利用のあり方（畑

の面積）の推定を試みた． 

 

5.2. 材料と方法 

5.2.1. 調査位置 

本章の研究では，湾内全域 (図 5.4) における音波探査による堆積土量の推定，湾内 3 地

点 (図 5.1：St. a～c) のコア試料による堆積速度の推定，陸土 (図 5.1：St. A～D) と堆積物 

(図 5.1：St. 4～11, a～c) の比較による堆積物の由来推定を行い，地域資料を整理して川平

湾周辺の土地利用変化と開発行為の影響について考察した．現地調査の調査位置を図 5.1に

示す．本章では，湾内を湾口部，湾中央部，湾奥部と 3 つに区分し，水道部，礁池とあわ

せて 5 区分で整理した． 
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図 5.1 調査位置 
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5.2.2. 堆積土量の推定 

堆積した赤土等の堆積厚を推定するため，2012 年 10 月 2～4 日に音波探査を行った．

湾内を網羅するように 50 m 間隔で高周波と低周波の 2 周波による底質探査装置 SH-20 

(千本電気株式会社，測定範囲 1.0～80 m，最小読取目盛 0.2 m，周波数及び指向角 200 kHz：

6°, 5･7･10 kHz：約 50°，記録精度 ± (0.03 + 水深 × 1/1000) m 以上) によるデータ収集を行

った．また，湾奥から湾口部にかけての連続した深み（澪筋）および湾口付近クムルにおい

て，地層探査機 K-Chirp (Klein Associates Inc.，探査深度 5-50 m，周波数及び指向角 2-8 kHz，

5 kHzの場合進行方向 20°・直行方向 40°，分解能 12.5 cm) を用いて底泥の堆積厚の調査を

行った． 

SH-20 と K-Chirp のチャートから堆積層基盤面を検出した．K-Chirp の調査結果のうち，

湾口付近クムルのチャートを図 5.2に示した．川平湾の堆積物には，固形物が埋没している

場所があった．音波散乱により下層の堆積層の状態把握が困難な場合には，周辺の基盤面，

地形等を勘案して堆積層下の基盤面を推定した． 

SH-20 の調査結果を主体とし，堆積厚が厚い部分は K-Chirp の結果を用い，相補的に判

断して 50 m 間隔の堆積断面図を作成した．この断面図を用いて堆積厚を整理するととも

に，平均断面法より堆積土量を求めた． 

 

 

図 5.2 音波探査チャートの例（湾口付近クムル）(矢代ら 2014 [1]より転載) 
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5.2.3. コア採取と分析 

2012 年 11 月 4～8 日に，図 5.1に示した 3 地点において，表層から 4～5 m 層までバ

イブレーションコアサンプラー (φ=10 cm) を用いたコアサンプリングを行った．また，軟

弱な表層部分は含水率が高いために採取時の振動による撹乱の影響が無視できないと判断

し，別途ダイバーの手作業でコアサンプリング (φ=7 cm，深さ 0.5 m) を実施した． 

採取したコアサンプルは，堆積の状況（外観）を観察するとともに，表層から 10 cm ま

では 2 cm 間隔，10 cm から 2 m までを 5 cm 間隔，2 m 以深は 10 cm 間隔で分割して試

料とし，単位体積重量，含水率等の物理試験，エネルギー分散型蛍光 X 線分析装置 (日本

電子製 JSX-3100R2) による主要な無機元素の定量，強熱減量法による陸由来物質と海由来

物質の推定を行った． 

 

5.2.4. 放射性同位体による堆積年代推定 

放射性同位体による解析は，100 年程度の堆積速度解析を想定し，半減期 22.3 年の鉛-

210 を用いる Pb-210 法 (金井 2000 [2]) を実施した．一般に堆積物は，沈積後，上から降り

積もる新たな堆積物により圧密がかかり，深度とともに単位体積重量が増加し含水率が低

下する．そのため単位体積重量と含水率から深度毎の積算重量深度 (g/cm2，特定の深度に

おける単位面積あたりの堆積物の乾燥重量) を求め，これを横軸に，Pb-210ex (大気中から

取り込まれた鉛-210) を縦軸に片対数でプロットし，Pb-210ex の指数関数的な減衰を傾き

として求め，式 6 に代入して平均重量堆積速度 (g/cm2/y，単位時間・単位面積あたりの堆

積重量) を算出した．各層の積算重量深度を平均重量堆積速度で除し，該当する深度の堆積

年数を算出し，さらに深度を堆積年数で除して，表層～該当深度の平均堆積速度を算出した． 

 

ω = λ / (- a )・・・・・式 6 

 

ここで，式中の記号は次のとおりである． 

ω: 平均重量堆積速度 (g/cm2/y) 

λ: 壊変常数 (0.693/22.2) 

a: 片対数プロット上の傾き 

 

なお，海底面から深さ 10～15 cm 程度までの試料では，Pb-210ex の減衰が見られなかっ

た．海底表土内の生物調査により埋在性生物が多数確認されたことから，堆積物の表層が生

物活動等により撹乱されたためと考えられる．また，深さ約 50 cm 以深は Pb-210ex の強

度が弱く，検出限界以下となる場合があった．以上のことから，撹乱の影響があると判断さ

れた層以深において，Pb-210ex が定量され，指数関数的に減衰する層までのデータを用い

て傾きを求めた (図 5.3)．  

また，Pb-210 法による堆積年代推定の精度を確認するため，人為的活動により大気に放
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出された放射性物質を計測する Cs-137 法による年代推定を平行して実施した．人為的活動

として大気圏内核実験のピークである 1963 年，チェルノブイリ原発事故が発生した 1986 

年に着目し，平均重量堆積速度を求め，Pb-210 法同様，堆積傾向が概ね一定であることを

前提として各層の平均堆積速度を算出した． 

 

 

 

図 5.3 積算重量深度と Pb-210ex の関係（湾口付近クムル）(矢代ら 2014 [1]より転載) 

 

5.2.5. 陸土と海底堆積物 

海底堆積物の性状と由来を調べるため，陸土（赤土等）と海底堆積物を採取した． 

陸土は集水域の土壌流出量が大きかった 4 地点 (図 5.1：St. A～D) において，降雨時に

流出し易いと考えられる裸地の土壌を 2013 年 12 月 10 日および 2014 年 5 月 25 日， 

26 日に採取した． 

海底堆積物は，水道部から湾奥部にかけての 7 地点 (図 5.1：St. 4～11) において，表層

土をスミス・マッキンタイヤ型採泥器で 2013 年 9 月 24 日に採取した．  

採取した陸土および海底堆積物試料は，コア試料と同様に，エネルギー分散型蛍光 X 線

分析装置 (日本電子製 JSX-3100R2) による主要な無機元素の定量と強熱減量法による陸由

来物質と海由来物質の推定を行った． 
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5.3. 堆積厚と堆積速度からみた堆積状況 

5.3.1. 堆積厚と堆積量 

作成した 28 枚の堆積断面図のうち，代表的な特徴がみられる 4 枚を図 5.4に示した．

堆積物は澪筋付近を中心に認められ，湾口側の広がった部分では 15 m 程度 (Co. 5)，湾中

央付近では 10 m 程度 (Co. 14) の堆積厚で，湾奥側で次第に小さくなった (Co. 21)．一方，

澪筋付近でも，湾中央の湾幅が狭窄している場所にはほとんど堆積していなかった (Co. 7)．

湾口付近クムルでは 18 m 程度の堆積厚があった (Co. 5, Co. 7). 

堆積断面図から平均断面法より堆積土量を求めると，澪筋全体で約 152 万m3，湾口付近

クムルでは約 11 万m3 であり，合計すると約 163 万m3 となった． 

 

 

 
 

図 5.4 堆積断面図の例 (Co.5, Co. 7, Co. 14, Co. 21) (矢代ら 2014 [1]より転載) 
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5.3.2. 堆積速度 

採取したコアの外観写真を図 5.5に示した．外観は，所々に貝殻片，植物片があるものの

特異的な層構造や不連続面は認められなかった．単位堆積重量，含水率は深さ約 50 cm 以

深で概ね一定となり，堆積状況は概ね均一と考えられた． 

推定した平均重量堆積速度と平均堆積速度を表 5.1 に示した．堆積速度は，Pb-210 法，

Cs-137法の両方法の推定値で概ね一致しており，年代推定結果の信頼性は高いと判断した．

堆積速度は 0.23～0.55 cm/yの範囲にあり，河川流入が比較的多い湾奥で堆積速度が速い傾

向があった．また，近年にあたる深さ 50 cm 以浅は，深さ 50 cm 以深よりも堆積速度が増

加する傾向が認められ，特に湾奥部で顕著であった． 

 

 
 

図 5.5 コア外観 (St. 1；0.5-1 m (上), 2-2.5 m (下)) (矢代ら 2014 [1]より転載) 

 

表 5.1 堆積速度の推定結果 (矢代ら 2014 [1]より転載) 

調査地点 
堆積層 

(cm) 

平均重量堆積速度 
(g/cm2/y) 

平均堆積速度 
(cm/y) 

Pb-210法 Cs-137法 Pb-210法 Cs-137法 
St. a 0～50 

0.39 0.50 
0.31 0.40 

(湾口付近ｸﾑﾙ) 50以深 0.30 0.40 
St. b 0～50 

0.28 0.34 
0.30 0.37 

(湾中央) 50以深 0.23 0.28 
St. c 0～50 

0.44 0.51 
0.47 0.55 

(湾奥) 50以深 0.38 0.45 
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5.3.3. 堆積が始まった年代 

推定した堆積厚と堆積速度から，堆積が始まった年代を推定した (表 5.2)．湾口付近クム

ルと湾中央では 4,500～6,500 年前から堆積が始まったと推定された．貝塚 (1998) [3]による

と，約 7 万年前から約 1 万年前までの最終氷期には，海水面は現在より 120 m ほど低く，

川平湾を含む石垣島は広範な陸地であった．海水面が上昇し，現在の水準となったのは約 

6,000 年前である．川平湾の創生を海水面上昇後の約 6,000 年前とすれば，本研究の推定結

果とよく一致する． 

Yamano et al. (2001) [4] は，川平湾のリーフのコアから海水面の変動を推定しており，約

6,000年前までの急激な海水面上昇の後，約 4,000年前までに 1 mの海水面上昇があり，約

2000年前に 0.6～0.8 m 程度のリーフの隆起があって相対的に下降したと考察している．湾

奥の堆積は約 2,200～2,600 年前からと推定され，川平湾の創成とは異なる堆積過程があっ

たと考えられるが，この隆起と時期が一致している． 

 
表 5.2 調査地点別の堆積厚と堆積が始まった年代 (矢代ら 2014 [1]より転載) 

調査地点 堆積厚 堆積が始まった年代 
St. a（湾口付近クムル） 約 18 m 約 4,500～6,000年前 
St. b（湾中央） 約 15 m 約 5,300～6,500年前 
St. c（湾奥） 約 10 m 約 2,200～2,600年前 
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5.4. 川平湾周辺における開発行為と土地利用変化の影響 

5.4.1. 川平湾周辺における開発行為と土地利用の変化 

川平公民館 (1976) [5]や八重山土木事務所へのヒアリングにより，川平湾周辺における主

な開発行為および赤土等の流入あるいは水質変化に関わる特記事項を抽出し，推定堆積深

度と共に示した (表 5.3)． 

川平湾周辺には 1185 年頃から集落が存在したが，多くの人が移入したのは 1950 年の一

周道路（石垣島を一周する道路）の整備後である．地域において赤土等の流入影響が最も大

きいと懸念されていたオモト林道工事は 1968～1971 年で，1972 年の本土復帰を契機に行

われた集中的な道路工事と同時期である．1970 年代後半から 1980 年にかけて，道路工事

が頻繁に行われている．  

 

表 5.3 川平湾周辺の開発行為等と推定堆積深度 (矢代ら 2014 [1]より転載) 

年 開発行為，特記事項 
推定堆積深度 (cm) 

Pb-210法 Cs-137法 
1994 下水道供用開始 7.0～11 8.3～12 

1985 
土地改良事業着手，県道 207号拡張，一周道路拡幅工
事 

9.7～15 13～18 

1980 一周道路拡幅工事 12～18 15～20 
1976 村内道路 3号舗装工事 13～19 16～22 
1975 県道 207号舗装工事 13～20 16～23 
1972 本土復帰 14～21 17～25 
1971 オモト林道第 3期工事（中断） 15～22 18～25 
1969 オモト林道第 2期工事，村内道路 2号拡張・舗装工事 15～23 19～26 
1968 オモト林道第 1期工事，村内道路 1号舗装工事 15～23 19～26 
1962 村内道路 3号拡張工事 17～26 21～30 
1956 村内道路 1号拡張工事 20～29 23～33 
1950 一周道路整備 21～31 25～35 
1945 太平洋戦争終結 23～33 27～38 
1925 湾内で真珠養殖開始 29～42 34～48 
1771 明和の大津波 69～100 82～120 
1185 川平に集落の存在 210～330 250～380 
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川平湾周辺における農業は，1950 年頃は稲作が多かったが (川平部落会 1950 [6])，1960 

年頃に製糖工場ができたためにサトウキビ栽培が多くなり (川平公民館 1976 [5])，1960 年

代後半には，サトウキビとパイナップル栽培が中心となったとされている (新井 1969 [7])．  

川平湾周辺の航空写真 (国土地理院；1962 年 12 月，1977 年 11 月，1995 年 1 月，2006 

年 1 月，2010 年 7 月撮影，沖縄県提供；1945 年 4 月撮影) を図 5.6 に示す．4 章で示

したように，川平湾への赤土等の流入は 78.5 % が湾奥部に集中しており，特にウラ流域の

影響が強い．そこでウラ流域について，航空写真でみた土地利用（水田）の変化を図 5.7に，

航空写真から推定した農地面積の変化を図 5.8に示す． 

1945 年には一周道路が整備されておらず，川平湾東側には人家が見当たらないものの，

南側のウラ流域にはすでに水田などが多く存在していた．このとき，農地の 7 割以上が水

田であったとみられ，畑はわずかに 7 ha ほどしかなかった． 

1962 年には一周道路が整備されており，東側に吉原の部落が形成されて人家と畑がみら

れる．ウラ流域の水田は減少したものの，畑が 23 ha ほどまで増加していた． 

1977 年には県道 207 号（湾の西側の道路）とウラ流域の奥の道路が拡幅され，道路沿い

の畑が一気に増加した．ウラ流域の水田は引き続き減少したが，畑は 42 ha ほどまで増加

していた． 

1995 年までの変化はわずかで，農作物の変化や農地の放棄による草地あるいは樹林化が

川平流域の南側からウラ流域にかけてみられる．ウラ流域の水田は 8 ha ほどまで減少し，

畑も減少して 34 ha ほどまで減少していた． 

2006 年には放棄地の樹林化が一層進行し，県道 207 号沿いの農地はほぼ全て樹林化し

ている．土地利用調査を行った 2012 年に近い 2010 年についても，2006 年と大きな変化

はない．2010 年におけるウラ流域の水田はほとんど変わらず 7 ha ほど存在していた．畑

は大きく減少し 17 ha ほどとなっていた． 

以上のことから，川平湾周辺の畑は，太平洋戦争直後の 1945 年頃にはわずかしかなく，

社会情勢の変化に伴う耕作物の変化と農地の開拓により 1970 年代後半まで次第に増加し

て最大で 1945 年当時の 6 倍に当たる 42ha 程度となり，その後，耕作放棄地になるなど

して 30 年程度の間にゆるやかに減少したと考えられた．  
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図 5.6 川平湾周辺の航空写真の比較  

1962.12 

1977.11 

1945.4 

2010.7 2006.1 

1995.1 



5-12 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.7 ウラ流域の航空写真の比較．水田を赤破線で示した 

 

 
図 5.8 航空写真から推定したウラ流域における農地面積の変化．1945 年は航空写真の画

質が低く農地面積推定の精度が低い 
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5.4.2. 川平湾周辺における開発行為と土地利用の変化の影響 

外観等の観察及び物理試験の結果から，堆積状況は概ね均一で，開発行為等が行われた年

代の推定堆積深度における特異的な層構造や不連続面は認められず，開発行為等の影響は

認められなかった．また，開発行為よりもインパクトが大きいと思われる 1771 年の明和の

大津波についても，該当する推定堆積深度には痕跡が認められなかった．堆積物の状況に顕

著な層構造が認められない原因は，年代推定の結果で示したように，生物撹乱の影響である

可能性が高い．川平湾のように生物活動が顕著な海域においては，外観や物理試験によるイ

ベント影響の推定は困難であると考えられた． 

一方，堆積物の由来の変化をみると，湾中央では陸由来物質の割合が最下層 (Pb-210 法

の堆積速度から換算すると紀元前 130 年) から緩やかに増加していた (図 5.9)．この傾向

は，深さ 200 cm 層 (1212 年) 近辺からやや急になっており，人の移入と共に，次第に陸由

来物質の割合が増加したことが示唆された．また，湾奥では 25 cm 層 (1959 年) からのや

や急な増加傾向が認められた．流入河川によって赤土等の流入影響を強く受ける湾奥にお

いては，開発行為や畑の増加などの影響により堆積物の構成が変化した可能性が考えられ

た． 

 

 

 

図 5.9 堆積物の陸由来物質・海由来物質の割合 (矢代ら 2014 [1]より転載) 
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コア試料の鉱物組成比 (Al2O3 / SiO2 および Fe2O3 / SiO2) を 4 章に示した表層試料の結

果と共に図 5.10に示す．4 章で示したように，表層試料の鉱物組成比は陸土のSt. B の組成

に近く，次いで St. A に近かった (図 5.10上段)．このことから，近年の海底堆積物中の陸

由来物質は，St. B（ウラ流域），次いで St. A（川平流域）の影響が大きいと考えられた． 

一方，コア試料 (50 cm 以深) の鉱物組成比は St. B の組成に近いものの，表層と比べて

やや St. A 側に偏っていた (図 5.10下段)．このことから 50 cm 以深の堆積年においてはウ

ラ流域の影響が相対的に低かったことが示唆される．堆積速度から，50 cm 以深の海底堆積

物は 1850～1920 年以前に形成されたと考えられるが，川平湾周辺の農地はその後の 1960 

年頃に水田主体からサトウキビ・パイナップル畑主体に変化し，1970 年代後半まで畑の面

積が大幅に増加している．これらの畑の土壌流出係数 (裸地を1.0とした場合の相対的な流

出のしやすさ) は 0.33～0.35 であり，水田の 0.01 と比較して非常に高い (比嘉・満本 2001 

[8])．ウラ流域には農地が多いことから，土地利用の変化により陸土の流出状況が変化し，ウ

ラ流域の影響が相対的に増加したと考えられる． 

 

 
 

図 5.10 SiO2 と Al2O3 および Fe2O3 比 (矢代ら 2017 [9]より転載)  
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5.4.3. 近年の陸域影響の増加 

Ohde et al. (1982) [10] は，本研究とほぼ同じ地点の海底堆積物について， 550 ºC および 

1000 ºC の強熱減量法による分析と，中性子放射化分析によるアルミニウム含有量の測定を

1980 年に実施した．この知見のうちコア試料の表層 0～5 cm の分析結果と本研究の強熱

減量法の結果との比較を図 5.11に示す．有機物，陸由来物質，海由来物質の含有率は，湾口

部では概ね変化がないものの，湾奥部では陸由来物質の含有率が増加していた．本研究にお

ける湾奥部の調査結果のうち，St. 10 は Ohde et al. (1982) [10] の調査地点とほぼ同一地点で

あるがグラブ採泥の試料である．このため近傍の調査地点である St. c のコア試料 (表層 0

～5 cm) と比較してみても，傾向は同様であった．なお，この地点の堆積速度は 0.47 cm/y 

であり(表 5.1)，約 10 年分の堆積物である．また，Ohde et al. (1982) [10] のアルミニウム分

析結果と本研究の主要な無機元素の定量結果を比較してみても，近年の方が陸由来物質で

あるアルミニウムの含有率が増加していた (湾口：1.7 % → 2.0 %，湾奥：3.0 % → 3.6 %)．

これらのことから，川平湾では特に湾奥部において，陸由来物質の影響の相対的な割合が 

1980 年時点よりも増加していると考えられる． 

一方，1980 年以降は目立った開発行為はなく，畑の面積も減少に転じている(図 5.8)．こ

のことから，開発行為および土地利用の変化（畑の増加）以外の要素により，湾奥に位置す

るウラ流域からの流入が増加した可能性がある．次節では，1980 年以降に流入を増加させ

た要素と考えられる集中豪雨の影響を検討する． 

 

 
 

図 5.11 1980 年と 2013 年の海底堆積物の組成 (矢代ら 2017 [9]より改変)  
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5.5. 集中豪雨の影響 

5.5.1. 降雨係数の変化 

比嘉・満本 (2001) [8]は，一連降雨ごとの予測量と実測量を比較した場合，国頭マ－ジ土壌

のパイナップル畑，サトウキビ畑において高い相関が得られ，土壌流出の総量で比較した場

合，予測量は実測量の 70～85 % の範囲内に収まることを示した．USLEモデルは土地利用

と降雨の変数から成っており，降雨に関係するものは降雨係数 (R) である．降雨係数 (R) 

は，式 6 のとおり一連降雨の降雨エネルギーの累計 (E) と最大 60 分間降雨強度 (I60) の

積の 1/100 として定義されている．なお，一連降雨とは，降雨開始後，無降雨の状態が 6 

時間以上続くまでの降雨を指し，一連降雨の累計が 13 mm 以下の小雨については土壌流亡

が極めて少ないので EI 値の計算から除外する (農林水産省構造改善局計画部 1992 [11])． 

     

R（降雨係数）＝（E×I60）/100  ・・・・・式 6 

 

ここで，式中の記号は次のとおりである．      

E =（210 + 89 log I）×ｒ（m・tf/ha） 

I60：一連降雨中の 1時間最大降雨強度 (cm/h) 

I：１時間降雨強度 (cm/h) ただし I ≦ 7.6 とする 

r：区間雨量 (cm)      

      

夏季高水温に関わる 5～9 月のアメダス川平地点の降雨係数 (R) の積算の変化を図 

5.12に示した．川平地点の夏季の降雨は，データのある 1979 年以降，降雨係数が高い年が

増えており，5 年移動平均でみるとゆるやかに上昇傾向にあると考えられる．降雨係数が高

い方から 20 % 以内 (上位 7 年) は，2008 年 (2,066)，2005 年 (1,192)，1990 年 (1,013)，

1998 年 (981)，2012 年 (871)，1995 年 (853)，2006 年 (806)，2001 年 (800) であり，この

うち 5 年は後半の 1/3 の期間 (2001～2012 年) に集中している．このことから，近年は降

雨影響が増加傾向にあると考えられる． 

一方，降雨係数は年によるばらつきが大きく，降雨係数が低い方から上位 3 年も後半の

1/3 の期間 (2001～2012 年) に集中している．降雨係数が低い方から 2003 年 (208)，2002 

年 (231)，2009 年 (237) である． 
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図 5.12 アメダス川平地点における 5～9 月の降雨係数の積算 
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5.5.2. 集中豪雨の頻度 

次に，降雨強度の多寡は集中豪雨の頻度に依存すると考え，集中的な降雨の観測回数を検

討した．気象庁の定義では，集中豪雨とは「同じような場所で数時間にわたり強く降り， 100 

mm から数百 mm の雨量をもたらす雨」とされている．単位時間あたりの降雨については， 

10 mm/h 以上 20 mm/h 未満の雨を「やや強い雨」としており，同様に「強い雨」は 20～30 

mm/h，「激しい雨」は 30～40 mm/h，「非常に激しい雨」は 50～80 mm/h で，80 mm/h を超

えると「猛烈な雨」となる．5～9 月のアメダス川平地点の 10, 20, 30 mm/h 以上の降雨が観

測された回数を図 5.13に示した． 

川平地点では，夏季の「やや強い雨」以上の雨，「強い雨」以上の雨，「激しい雨」以上の

雨のいずれの観測回数も，近年，徐々に増加していると考えられる．降雨係数の上位 7 年

は，全ての年が「激しい雨」以上の雨 (30 mm/h 以上の雨) の観測回数の上位 7 位となっ

ており，激しい雨の頻度が降雨係数の増加に寄与していることがわかる． 

以上のことから，1980 年以降は集中豪雨の頻度が増加することで，赤土等の陸由来物質

の流出が多くなった可能性が高いと考えられた． 

 

 

図 5.13 アメダス川平地点における 5～9 月の集中豪雨の発生回数 
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5.6. 高水温の年における内湾性サンゴ群集の保全 

高水温が記録された年の川平湾内のサンゴ被害について，集中豪雨による影響（水温の低

下，底質への赤土供給量の増加）の観点を踏まえて検討し，内湾性サンゴ群集の保全につい

て考察した． 

 

5.6.1. 高水温の年における湾内サンゴ群集の被害の多寡 

先島諸島の海面水温が高かった年の湾内のサンゴ変化について，周辺海域のサンゴの変

化 (環境省自然環境局 1999～2002 [12], 環境省自然環境局生物多様性センター 2005～2012 

[13], 野島・岡本 2008 [14]) と一緒に表 5.4にまとめた．  

2 章で示したように，航空写真の比較および地域情報から，先島諸島の海面水温が高かっ

た年は 1988～1993 年を除いて湾内のサンゴ群集が失われる傾向にあったと考えられた．

湾内のサンゴ被害の程度を周辺海域と比較すると，2007 年は周辺海域と湾内の両方で大き

い被害が確認され，傾向が一致していた．しかし，1998 年と 2001 年は，周辺海域では大

規模白化が確認されているものの，湾内では被害が一部に留まっていた．このことから，こ

の 2ヵ年については湾内においてサンゴの被害を低減する機構が働いた可能性がある． 

 

表 5.4 先島諸島の海面水温が高かった年の周辺海域と湾内のサンゴ変化．周辺海域のサ

ンゴ状況欄の ND はデータ無し，空欄は特徴がみられないことを意味する．湾内のサン

ゴ変化のうち 1998 年以降は地域ヒアリング結果を踏まえた (2 章参照) 

高水温の年 
周辺海域の 

サンゴの状況 
湾内のサンゴの変化 

周辺海域と 

湾内のサンゴ 

被害の程度 

1967 ND   

1983 ND 浅所の一部で消失  

1988 ND 

浅所回復 

 

1991 ND  

1993 ND  

1998 大規模白化 [12] [14] 浅所の一部で消失 周辺海域＞湾内 

2001 大規模白化 [12] [14] 
深所までパッチ状に 周辺海域＞湾内 

2003 中程度の白化 [14] 

2007 大規模白化 [13] [14] 深所まで広範に消失 周辺海域≒湾内 

2010 
干出時の降雨による 

一部白化 [13] 
浅所の一部で消失   
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5.6.2. 湾内サンゴ群集への集中豪雨影響 

先島諸島の海面水温と降雨係数の積算値について，両方のデータが揃う 1979～2012 年

の 34 年間について図 5.14に示した．1998 年，2001 年の降雨係数の積算値は，高水温で

あった年 (海面水温が平年値よりも 0.3 ºC 以上高かった年) の中で最も高かった．また，こ

の 2 ヵ年は 2007 年よりも海面水温が高いにもかかわらず湾内のサンゴ群集の被害が限定

的であった．これらのことから，集中豪雨による水温低下により湾内のサンゴ被害が軽微で

あったものと考えられた． 

一方，海面水温が高く，降雨強度が低かったにもかかわらず，湾内のサンゴ群集の被害が

限定的であった年も存在していた (図 5.14)．特に 2003 年は，周辺海域で中規模の白化が

確認されたほどの高水温であり，降雨係数もデータのある 34 年間で最も低かったが，湾内

のサンゴ群集の被害は限定的であった．このことから，集中豪雨が少ない場合でも，濁りに

よる保全効果によってサンゴ群集の被害が限定的となったものと考えられる．  

 

 
図 5.14 夏季の先島諸島周辺の海面水温（平年値との差）と降雨係数の積算値．2007 年

は周辺海域と川平湾内で大規模白化が確認された年，オレンジは周辺海域で中～大規模の

白化が確認されたが川平湾内では被害が一部に留まった年 
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5.6.3. 陸域影響の程度とサンゴ群集への影響 

上述したように，川平湾に流入する赤土等は 78.5 % が湾奥部に流入し，特にウラ流域の

影響が強い．このことから，陸域からの赤土等の流入は，ウラ流域の畑の面積と当該年の降

雨係数により指標できると考え，これらの積を「陸域影響の程度」と定義した (式 7)． 

 

陸域影響の程度 ＝ Au × R ・・・・・式 7 

 

ここで，式中の記号は次のとおりである． 

Au: ウラ流域の畑面積 (ha) 

R: 5～9月の降雨係数の合計 

 

先島諸島の海面水温の平年値との差を高水温ストレスの指標とし，陸域影響の程度が高

いほど濁りが高まって光ストレスが低減すると仮定して，サンゴへのストレス要因の関係

を図 5.15 に示した．ここでは高水温の年について考察するため平年値との差が 0.4 ºC 以

上の年を記載した． 

2 章で整理したように，八重山地方では1998 年，2001 年，2007 年にサンゴの大規模白

化があり，2003 年にも中規模の白化があったことが報告されている．一方，川平湾内中央

部東岸のサンゴ群集は 1983 年，1998 年，2001 年，2007 年に高水温による白化で失われ

ており，特に 2007 年に失われたところが大きい．この現象についてストレス要因から考察

すると，1998 年は高水温によるストレスが大きかったものの，集中豪雨による水温低下と

濁りによる光ストレスの低減効果が大きく，結果として湾内のサンゴ群集への被害が小さ

かったものとみられる．一方，2007 年は高水温によるストレスはそれほどでもなかったが，

光ストレスの低減効果が得にくく，湾内のサンゴ群集への被害が大きかったと考えられる． 

また，航空写真の比較から， 2001 年と 2003 年の両年の高水温による影響を合わせた被

害として，サンゴ群集の分布が深所までパッチ状となったことが確認されている (表 5.4)．

地域情報より，2001 年は浅所での被害が大きかったことがわかっており (2 章参照)，深所

への被害は 2003 年の高水温による影響が大きいことが示唆される．濁りによる光の低減

は水深が大きいほど効果が高いと考えると，2003 年は濁りが少なかったために，普段は光

ストレスを受けていない水深帯のサンゴ群集に光ストレスが加わり，被害が生じた可能性

がある． 

さらに，1988 年，1983 年については，2007 年よりも高水温ストレスが高く，降雨係数

の積算も 400 程度で低かったものの (図 5.14)，当時はウラ流域の畑面積が大きかったため

に陸域影響の程度が高く，濁りによる光ストレスの低減効果が得られてサンゴ群集の被害

が限定的となったものとみられる． 
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図 5.15 夏季の先島諸島周辺の海面水温（平年値との差）に対する陸域影響の程度（ウラ

流域の畑面積と降雨係数の積算値との積）の関係．海面水温の平年値との差が 0.3ºC以上

高い年のみ記載した．2007 年は周辺海域と川平湾内で大規模白化が確認された年，オレ

ンジは周辺海域で中～大規模白化が確認されたが川平湾内では被害が一部に留まった年 
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5.6.4. 川平湾における高水温の年における湾内サンゴ群集の保全 

川平湾は，周辺海域で大規模白化が発生するような高水温に見舞われても，集中豪雨に

よる水温低下や適度で恒常的な濁りによる光ストレス低減によって内湾性サンゴ群集への

被害は限定的となる．適度で恒常的な濁りは集中豪雨が少ない年でも確認できるが，陸域

影響の程度が低いと深所のサンゴ群集に被害が生じる可能性がある．適度で恒常的な濁り

によるサンゴ保全効果が安定的に得られる陸域影響の程度の閾値が，湾内のサンゴ群集に

被害がみられなかった 1988 年（陸域影響の程度約 14,000）と大被害が生じた 2007 年

（同約 13,000）との間にあると考えると，14,000程度と考えられる (図 5.15)．  

この閾値について確認するため，陸域影響の程度の変遷を表 5.5に整理し，先島諸島の

海面水温とともに図 5.16に示した．表 5.5の 1945 年，1962 年の降雨データは至近の 

1977 年と同じ数値を与え，図 5.16のウラ流域の畑面積は前後の年のデータから補完して

算出した． 

1945 年や 1962 年時点における陸域影響の程度は 3,000～10,000 程度と著しく低いも

のの (表 5.5)，航空写真には湾内にサンゴ群集とみられるものが広範囲に映っている (2章

参照)．八重山地方におけるサンゴの白化は 1980 年代以降から頻発するようになっており 

(野島・岡本 2008 [14])，高水温とならなかったためにサンゴ被害が少なかったと考えられる． 

1977 年以降については，1977 年に 42 ha ほどあったウラ流域の畑は，次第に減少して 

2010 年に 17 ha ほどとなった (表 5.5)．集中豪雨は，1970 年代の後半は頻度が少なく，降

雨係数が 400 程度であったが，次第に頻度が増して近年では 700～1,000 程度の年が多く

なり，2008～2012 年の降雨係数の平均は 800 であった (表 5.5)．これらの傾向は陸域影響

の多寡の観点から見て相補的であるが，畑の減少より降雨係数の増加の方が緩やかである

ために，陸域影響の程度はやや減少傾向にある (図 5.16)． 

陸域影響の程度が 14,000を下回ったのは，1988 年，1993年，1999年，2002年，2003年，

2007年，2009～2012年の 10ヵ年であり，近年ほど頻度が高い．このうち先島諸島の海面水

温が高かった年は 1988年，1993年，2003年，2007年，2010 年の 5ヵ年であるが，2003

年，2007 年，2010 年の 3 ヵ年は湾内における白化被害が確認されており (表 5.4)，特に

2003年，2007年は検討対象とした期間において深所に至る被害が確認された唯一の年に相

当している．これらのことから，高水温かつ陸域影響の程度が 14,000 を下回る年に，深所

に至るようなサンゴ群集の大きな被害が発生しやすいと考えられる．先島諸島の海面水温

はやや上昇傾向にあり，陸域影響の程度はやや減少傾向にあることから (図 5.16)，近年，

湾内のサンゴ群集は白化の危機に曝されていると判断できる．近年の降雨係数は平均で 

800 であり (表 5.5)，適度で恒常的な濁りによるサンゴ保全効果が安定的に得られる陸域影

響の程度の閾値 14,000 から逆算すると，ウラ流域の畑の面積は 14,000 / 800 = 17.5 ha 程度

を維持すれば，川平湾の内湾性サンゴ群集の保全上，問題が生じにくいと考えられる． 

比嘉・満本 (2001) [8] をはじめとする沖縄県の研究により，流域の土壌流亡量は高精度で

予測可能である．現在，赤土等の流入量削減を目指し，様々な努力が行われており，川平湾
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においても 50 % の削減が目指されている (沖縄県 2013 [15])．閉鎖性内湾においては内湾

性サンゴ群集の生息状況を調査し，濁りのサンゴ保全上の寄与度を評価して，赤土対策の効

果と副作用を検討した上で，必要に応じて流域からの赤土等の流入を適度にコントロール

する土地利用管理が必要と考えられる．その際，川平湾における湾奥部のように，赤土等を

いったんプールし，適度な濁りを提供できる干潟を保全することが重要である． 

 

表 5.5 ウラ流域の畑の面積，降雨係数，陸域影響の程度の変遷 

年 
ウラ流域の 

畑の面積 (a) 
降雨係数 (b) 

陸域影響の程度 

(a×b) 

1945 7.4 

442 (1979～1983 年の平均) 

3,271 

1962 23.3 10,294 

1977 41.8 18,471 

1995 33.7 637 (1993～1997 年の平均) 21,480 

2010 16.6 800 (2008～2012 年の平均) 13,296 

 

 

 
図 5.16 陸域影響の程度（ウラ流域の畑面積と降雨係数の積算値との積）と先島諸島の 7

～9月の海面水温の変遷．破線は最小二乗法による回帰直線，赤のラインは陸域影響の程

度が 14,000のレベル，オレンジのラインは海面水温が 29.3 ºC (平年値 +0.3 ºC) のレベル

を意味する  
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5.7. まとめ 

川平湾内の堆積厚は最大 18 m 程度で，堆積土量は澪筋全体で約 152 万 m3，湾口付近ク

ムルで約 11 万 m3であり，合計すると約 163 万 m3であった．この海底堆積物は，湾奥部

以外では 0.23～0.31 cm/y の速度 (Pb-210 法による) で約 4,500～6,500 年間かけて堆積し

たものであり，その間，堆積速度は大きく変わらないと考えられた．しかし，湾奥部では 

0.38～0.47 cm/y と堆積速度が速く，近年，その堆積速度が速まっていると考えられた． 

土地利用の変化，開発行為の海底堆積物への影響について，コア試料の分析結果と既往文

献，ヒアリング結果，航空写真による土地利用解析結果を踏まえて検討した．湾中央付近の

海底堆積物には，人の移入とともに次第に陸由来物質の含有割合が増加する傾向がみられ

た．また，湾奥部の海底堆積物において 1950 年代以降の顕著な陸由来物質の含有割合の増

加が確認された．湾奥部への影響が強く土壌流出量の多いウラ流域において，1960 年代か

ら水田がサトウキビ畑やパイナップル畑に転換され，樹林が開墾されるなどして 1970年代

後半に畑面積がピークに至っており，この土地利用の変化が湾奥部における陸域影響の増

加要因と考えられた．なお，コア試料の鉱物組成比は近年の層でウラ流域の影響が増加して

おり，土地利用の変化により湾奥におけるウラ流域の影響が増加したことを裏付けていた． 

一方，1980 年以降については，目立った開発行為はなく，畑の面積も減少に転じている

にも関わらず，湾奥の底質における陸由来物質の含有割合とアルミニウム含量が増加して

いた．集中豪雨の影響は 1980 年代以降，次第に増加しており，集中豪雨の頻度が高まった

ことで赤土等の陸由来物質の流出が多くなった可能性が高い． 

さらに，先島諸島の海面水温と降雨係数の解析から，湾内のサンゴ群集に対する高水温の

被害は集中豪雨が多い年に軽微になる傾向がみられ，集中豪雨による水温低下効果が示唆

された．一方，集中豪雨が少なくても高水温による白化被害が限定的であった年があり，再

懸濁による濁りの維持と光ストレスの低減効果があったものと考えられた． 

川平湾における，適度で恒常的な濁りによるサンゴ保全効果が安定的に得られる陸域影

響の程度の閾値を 14,000とすると，高水温による湾内のサンゴ被害が合理的に説明できた．

近年，先島諸島の海面水温は上昇傾向にあり，また，陸域影響の程度は減少傾向にあること

から，流域の土地利用管理において，内湾性サンゴ群集の保全を意識した検討が必要である． 
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6． 結論 
6.1. 閉鎖性内湾における大規模白化時の濁りの寄与 

閉鎖性内湾である石垣島川平湾のサンゴ群集は，生息環境の違いに依存するように，湾外

から水道，湾内へと次第に内湾性の構成種が多くなる分布様式となっていた．湾奥部には枝

状・洗瓶ブラシ状ミドリイシが優占している場所がみられ，内湾的な環境に適したこれらの

種類が長期間にわたり生息している様子が伺われた． 

一方，湾中央部の東岸では，1970 年代後半に枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシや枝状コモ

ンサンゴが優占していたという知見があるものの，本調査の時点では全く分布していなか

った．この範囲には，これらの種類のものとみられる死んだ骨格が山積しており，大規模な

攪乱により死亡したものと考えられた． 

先島諸島における夏季高水温の発生年，航空写真，川平湾の礁池・礁縁におけるサンゴ被

度の変化，地域情報および水温データを解析したところ，このサンゴ群集の大規模な死亡は

主に 2007 年の高水温による白化が原因と考えられた．降雨と水温条件についての解析か

ら，2007 年には夏季の集中豪雨が少なかったことが一因で，高水温が長期間にわたり継続

したと判断できた． 

ただし，湾奥部の西岸を中心に，枝状・洗瓶ブラシ状ミドリイシが生残している．この範

囲は，大規模な死亡がみられた湾中央の東岸と水温条件は大きな違いがないと考えられた．

これらのサンゴ群集が生残した要因として，濁りによる光ストレスの低減効果を予測し，濁

度条件について解析した．その結果，湾奥部の濁りは，ミドリイシに阻害的な影響を与えな

い強度であるものの，夏季の強光を水深 3 m で約 350 μmol/m2/s 程度まで減光し，サンゴ

の生息範囲 (水深 3～7 m) の光ストレスを低減することがわかった．これらのことから，

湾奥部では SS で 1～2 mg/L 程度の適度な濁りにより高水温による大規模な白化と大量斃

死が抑制されたと考えられた． 

以上のことから，川平湾に代表される閉鎖性内湾では，内湾環境に見られる特徴的な物理

条件（降雨による水温の低下，濁りによる光の減光）が，サンゴの群集構造を変化させる重

要な要素であると考えられた． 

 

6.2. 濁りを維持する機構 

川平湾では集中豪雨による陸土の流入が無い場合でも，干潮時に湾奥の表層の濁度が上

昇する傾向がみられた．潮位変動に着目し，クロススペクトル解析により 12.4 時間周期の

コヒーレンスと位相差を整理すると，下げ潮時に流速が高まり，最干潮からやや遅れて濁り

がピークとなる周期性が確認できた．流動モデルにより移流する粒子の軌跡を推定したと

ころ，湾奥西側干潟付近で流速の高まりにより再懸濁が起きていると考えられた．これらの

ことから，湾奥部の干潟は流入した赤土等のシンクとして機能するとともに，微細な粒子を
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プールし，再懸濁により徐々に湾内へと濁りを供給するソースとしても機能していると考

えられた．なお，濁りの周期性は中潮や小潮といった潮汐でも確認できることから，この潮

位変動により生じる湾奥部干潟における再懸濁と移流は，浅所に恒常的な濁度維持をもた

らす主な機構と判断できた． 

短期的なイベントの濁りへの影響を検討するため，１か月以上の期間にわたる現地観測

データから湾奥の濁度が上昇するパターンを抽出したところ，南風が卓越するパターン，湾

外の波浪が大きいパターン，潮位変動が大きい（大潮である）パターンの 3 つに分類でき

た．このうち，南風の卓越は鉛直循環流により湾奥の全層に影響を与えていたが，その頻度

は低かった．高波浪と大潮が合わさったパターンでは，全層にわたって流速が高まるものの，

巻き上げによる再懸濁は粒度組成の細かい深所で限定的に起きると考えられた． 

以上のことから，閉鎖性内湾では底質の巻き上げが適度な濁り維持の鍵となっており，赤

土等の微細な粒子を含む底質が維持されることで，主に潮位変動により濁りが維持される

と考えられた． 

 

6.3. 赤土等の堆積機構と底質形成 

川平湾の流域は農地が多く，赤土等が流出しやすいパイナップル畑やサトウキビ畑は川

平流域南部の丘陵地やウラ流域で多かった．USLE モデルにより算出した土壌流出量の予

測はウラ流域の値が最も高く，海底堆積物に含まれる陸由来物質の主要な元素組成の比率

もウラ流域，川平流域の組成と近かったことから，パイナップル畑やサトウキビ畑が多く，

赤土流出対策をしていない土地利用状況により土壌流出量が多くなり，海底堆積物の形成

に強く影響していると考えられた．また，流入河川は湾奥に集中し，陸域から流出する赤土

等の 78.5 % にあたる 1,380.4 t/y が湾奥に流入していて，海底堆積物中の陸由来物質の含

有率が湾奥ほど高くなっていた． 

赤土等の陸由来物質とプランクトンの死骸等のデトリタス（海由来物質）の浮遊と沈降，

海底堆積物中の含有量を調査した結果から，湾内の海底堆積物は，湾奥部では主に赤土等の

沈降により形成されると考えられた．サンゴ礫は湾口部に近いほどよく移動し，海底堆積物

形成に寄与していて，その結果，湾口部では海由来のデトリタスの沈降とサンゴ礫の移入に

よりそれぞれ 3 割，2 割程度が形成されると考えられた．  

一方，湾口部に近い場所でも干潮時には浮遊物中の陸由来物質の割合が高まり，同地点の

海底堆積物中における含有率よりも高くなる場合がみられた．セジメントトラップの調査

結果から沈降速度を求めると約 780 cm/d と湾内の流速よりも顕著に遅く，湾奥で再懸濁し

た土粒子が移流している様子が伺えた． 

以上のことから，閉鎖性内湾の底質形成は流域の土地利用状況の影響を強く受けていて，

畑が多い河川の流入する場所において赤土等が堆積しやすいことが確認された．また，堆積

した赤土等は再懸濁と移流によって湾内全域に拡散し，移流先の底質形成に寄与している

と考えられた． 
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6.4. 長期的にみた場合の土地利用の変化と集中豪雨の影響 

川平湾内の堆積厚は最大 18 m 程度で，堆積土量は澪筋全体で約 152 万 m3，湾口付近ク

ムルで約 11 万 m3であり，合計すると約 163 万 m3であった．この海底堆積物は，湾奥部

以外では 0.23～0.31 cm/y の速度 (Pb-210 法による) で約 4,500～6,500 年間かけて堆積し

たものであり，その間，堆積速度は大きく変わらないと考えられた．しかし，湾奥部では 

0.38～0.47 cm/y と堆積速度が速く，近年，その堆積速度が速まっていると考えられた． 

土地利用の変化，開発行為の海底堆積物への影響について，コア試料の分析結果と既往文

献，ヒアリング結果，航空写真による土地利用解析結果を踏まえて検討した．湾中央付近の

海底堆積物には，人の移入とともに次第に陸由来物質の含有割合が増加する傾向がみられ

た．また，湾奥部の海底堆積物において 1950 年代以降の顕著な陸由来物質の含有割合の増

加が確認された．湾奥部への影響が強く土壌流出量の多いウラ流域において，1960 年代か

ら水田がサトウキビ畑やパイナップル畑に転換され，樹林が開墾されるなどして 1970年代

後半に畑面積がピークに至っており，この土地利用の変化が湾奥部における陸域影響の増

加要因と考えられた．なお，コア試料の鉱物組成比は近年の層でウラ流域の影響が増加して

おり，土地利用の変化により湾奥におけるウラ流域の影響が増加したことを裏付けていた． 

一方，1980 年以降については，目立った開発行為はなく，畑の面積も減少に転じている

にも関わらず，湾奥の底質における陸由来物質の含有割合とアルミニウム含量が増加して

いた．集中豪雨の影響は 1980 年代以降，次第に増加しており，集中豪雨の頻度が高まった

ことで赤土等の陸由来物質の流出が多くなった可能性が高い． 

さらに，先島諸島の海面水温と降雨係数の解析から，湾内のサンゴ群集に対する高水温の

被害は集中豪雨が多い年に軽微になる傾向がみられ，集中豪雨による水温低下効果が示唆

された．一方，集中豪雨が少なくても高水温による白化被害が限定的であった年があり，再

懸濁による濁りの維持と光ストレスの低減効果があったものと考えられた． 

川平湾における，適度で恒常的な濁りによるサンゴ保全効果が安定的に得られる陸域影

響の程度の閾値を 14,000とすると，高水温による湾内のサンゴ被害が合理的に説明できた．

近年，先島諸島の海面水温は上昇傾向にあり，また，陸域影響の程度は減少傾向にあること

から，流域の土地利用管理において，内湾性サンゴ群集の保全を意識した検討が必要である． 
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6.5. まとめ 

本研究の結論の概念を図 6.1に示した。括弧内の数字は図中の矢印番号である． 

八重山地方では，地球温暖化に伴う海面水温の上昇によって(①)，ミドリイシをはじめと

するサンゴ群集の大規模白化が頻発するようになり(②)，サンゴの被度が大きく低下するな

どサンゴ礁生態系が危機に面している(③)． 

しかし，地球温暖化は海面水温の上昇とともに集中豪雨の頻度等の増加を招き(④⑤)，川

平湾のような内湾においては水温の低下を介して白化を抑制する場合がある(⑥⑦)． 

一方，集中豪雨の増加は流域からの赤土等の流入を増加させている．集中豪雨は数日程度

のスパンで直接的に濁りを高めるとともに(⑧)，浮遊物の沈降・堆積によって再懸濁しやす

い底質を形成し(⑨)，主に干潟等の浅所における再懸濁によって恒常的な濁りを維持すると

考えられる(⑩)． 

また，流域の土地利用は赤土等の流入に直接的に関わっている．畑の増加は赤土等の流入

増加により再懸濁しやすい底質の形成を助長し(⑪)，濁りの増加を引き起こす(⑩)． 

恒常的な濁りは，過度であるとサンゴ群集上に堆積するなどしてサンゴの生息環境にお

けるストレスとなるが(⑫)，適度であれば日射によるストレスを軽減可能であり，サンゴの

白化抑制につながる(⑬)．この機構が，内湾性サンゴ群集の保全につながると考えられた． 

これらのパラメーターのうち，最も人為的に管理しやすいのは畑の面積と考えられる．濁

りの適性は，濁りそのものの強度のほか，生息するサンゴの種類，生息水深，日射量などに

より変化するため，これらを調査し，適正な農地面積を見定めることが重要と考えられた． 

 

 

図 6.1 研究の総括イメージ 
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